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葛飾区障害者施策推進計

1 計 画策定にあたって

国は、平成21年 12月に障がい者制度改革推進本部を設置し、当面5年間を障害

者の制度に係る改革の集中期間と位置付け、改革の推進に関する検討等を行い、遅

くとも平成25年 8月までに、障害者自立支援法 (以下 「自立支援法」という。)を

廃止し、新たな総合的な福祉法制である障害者総合福祉法 (仮称)を 実施するとし

ています。

平成 22年 12月には、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害

保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係

法律の整備に関する法律により、児童福祉法や自立支援法の一部改正が行われてい

ます。

また、社会の一員として障害者の権利や地域社会への参加が重視されるなど、障

害福祉をめぐる社会環境も大きく変化し、平成23年 6月に障害者虐待防止法が成立

し、同年8月に障害者基本法が改正されました。

このようなことを受けて、次期の葛飾区障害者施策推進計画の策定にあたっては、

現行計画の基本理念、基本目標や施策の体系を基本としつつ、近年の社会情勢の変

化や国の動向等を踏まえた上、障害者意向等調査や障害者関係団体ヒアリングを実

施し、障害者の生活状況を計画に反映するとともに、事業の現状の問題″点や課題を

分析し、次期の重′点的な取り組みを整理し、施策の基本的な方向性を示しました。

2 計 画の基本的な考え方

(1)計 画の位置づけ

① 障 害者施策推進計画は、「障害者基本法」第 11条第3項で定める 「市町村

障害者計画」に位置づけられ、障害者のための施策に関する基本的な計画で

あり、障害者に関する施策全般にわたり定めます。

② 障 害福祉計画は、「障害者自立支援法」第88条で定める 「市町村障害福祉

計画」に位置づけられ、障害福祉サービス等の提供体制の確保に関する計画

で各種サービスの老、要量を見込んで策定します。

0 策 定にあたっては、東京都障害者計画・東京都障害福祉計画や葛飾区基本

計画 ・同実施計画における障害者施策との整合を図ります。



。東京都障害者計画 (障害者基本法)
・東京都障害福祉計画 (障害者自立支援法)

′
~ … … … … … … … … … … … … … …

、
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葛飾区基本構想   |

基本計画 ・実施計画 ・葛飾区障害者施策推進計画 (障害者基本法)

・葛飾区障害福祉計画 (障害者自立支援法)

障害者福祉の推進

(2)計 画期間

障害者施策推進計画は、中長期計画として、平成 24年 度から29年 度までの

6年 間を計画期間とし、第 3期障害福祉計画の計画期間 (平成 24年 度～26年

度)に 合わせて 3年 後に見直します。

(3)計 画の推進体制

障害者施策推進計画を着実に推進 していくために、障害者関係団体 ・事業者

の代表者等で構成する障害者施策推進協議会 (地域自立支援協議会)を 年 2回

開催し、重′点的な取組の進捗状況等について報告、協議します。



3 障 害者福社 に関す る本 区の これ までの取組

(1)障 害者自立支援法の施行と本区の対応

平成 18年 4月 に自立支援法が施行され、障害のある方が障害の種別に関わらず、

必要とするサービスを利用できるように、
一
元的に共通のサービスを提供する仕

組みになりました。また、利用者負担についても定率負担 (原則として一害1負担)

が導入されました。

国は、自立支援法の利用者負担等の見直しを平成 19年、20年 、21年 、22年

と実施 しています。

葛飾区 (以下 「区」という。)で は、自立支援法の施行と同時に、施設利用者

の負担軽減と施設経営の安定化を図るため、独自に食費助成や施設運営費助成な

どを行 うとともに、平成 22年 には障害福祉サービス及び補装具に係る区市町村

民税非課税世帯の利用者負担の無料化と併せて、日常生活用具給付制度も同様に

無料,化を行い、障害のある方の自立と社会参加を支援しています。

(2)障 害者通所施設の整備

主たる利用者が知的障害者の通所施設については、これまで特別支援学校の卒

業生等の受け入れ先を確保し、通所施設利用者希望者の需要に応えるとともに、

施設における作業や日常生活の環境整備を図るため、社会福祉法人が行 う施設整

備を支援 してきました。

自立支援法における新体系への移行については、すべての旧体系の施設が順調

に移行する予定です。また、知的障害者と精神障害者を主たる利用者とする 「就

労支援センタ
ーファンタジア(仮術 」が平成 24年 1月 に、「きせん事業所(仮湘 」

が平成 24年 3月 に開設する予定です。新たな開設予定施設としては、主たる利

用者が知的障害者の通所施設である 「キッチン原町(仮称)」が平成 24年 10月 に

開設する予定となっています。

新体系施設 (主たる利用者 :知的障害者)

施 設 名 定員 新たな事業体系 移行(開設)年月 設置事業者

しょうぶエバンズ
1 2 人 就労移行支援

H 1 9 年1 月
(社福)手をつな

ぐ福社会

46メ 、 就労継続支援B型

水元そよかぜ園
5 1 人 生活介護

H 2 0 年4 月
20メ 、 就労継続支援B型

原町成年寮地域生

活援助センター

1 4 人 就労移行支援
H20年 7月
(社福)原町成年十

|害

46ノく、 生活介護

奥戸福祉館
30メ、 生活介護      |

H21至手4月
3 0 人 就労継続支援B型1末

ノ1為上中

    130太 |



東堀切くすのき園 50夕(、生活介護 H21年 4月 (社福)武蔵野会

ぽむの樹 1 0 人 就労継続支援A型 H22年 8月
(特非)未来空間

ぽむぽむ

きね川福祉作業所
6 人 就労移行支援

H234字 4月

(社福)武蔵野会
40ノ、` 就労継続支援B型

白″亀十富tlL会宮
30ノ、ヽ 生活介護

H23年 4月
1 5 人 就労継続支援B型

青戸しょうぶ 40ノ(、就労継続支援B型 H23年 4月
(社福)手をつな

ぐ福社会葛飾 しょうぶ園
6 人 就労移行支援

H23年 4月
54ノ(、就労継続支援B型

高砂福祉館
25ノ(、生活介護

H 2 3 年4 月

(社福)東京者「知

的障害者育成会

20ノ( 就労継続支援B型

西水元福祉館
20ノ(、生活介護

H 2 3 年4 月
40ノ、 就労継続支援B型

鎌倉福祉館 20ノ、 生活介護
H244手4月

(予定)

かがやけ共同作業

所
55ノ＼ 生活介護

H24年 4月

(予定) (社福)かがやけ

福社会かがやけ第 2共 同

作業所
60ノ(、就労継続支援B型

H24年 4月

(予定)

新体系施設 (主たる利用者 i知的障害者、精神障害者)

就労支援センター

ファンタジア

(仮称)

20メ 、 就労継続支援 B型
H24年 1り弓

(予定)

(特非)お おぞら
△
=

きせん事業所

(仮称)
1 0 人 就労継続支援 A型

H24年 3月

(予定)
(特非)嬉泉会

主たる利用者が身体障害者の通所施設については、身体障害者小規模作業所で

あつた「こすもす」が平成23年 4月に自立支援法に規定する指定事業所となり、

平成 24年 4月 には、身体障害者福祉工場である東京都葛飾福祉工場が民間移譲
となり、自立支援法に基づく新体系の通所方伍設として主たる利用者を身体障害者

に加えて知的障害者も含めて社会福祉法人が運営を行う予定となっています。



新体系施設 (主たる利用者 i身体障害者)

施 設 名 定員 新たな事業体系 移行(開設)年月 設置事業者

こすもす 20ノ( 生活介護 H234卒 4月 (特非)むう

新体系施設 (主たる利用者 !身体障害者、知的障害者)

施 設 名 定員 新たな事業体系 移行(開設)年月 設置事業者

葛飾福祉工場

6 人 就労移行支援
H24年 4月

(予定)
(社福)東京コロ40ノ(、就労継続支援A型

1 4 人 就労継続支援B型

主たる利用者が精神障害者の通所施設については、これまで精神に障害のある

方の相談支援や就労司|1練の充実に努め、社会福社法人の施設整備を支援 してきま

した。

平成 21年 10月 に生活訓1練施設として 「さくらハウス」が開設され、平成 22

年 4月 には、精神障害者共同作業所 「夢のある家」が地域活動支援センター 「も

つく」に移行するとともに、新たに地域活動支援センター 「なぎ」カミ開設されま

した。

※さくらハウスは平成 23年 10月に生活訓練施設から就労継続支援B型 施設に移

行 しました。

新体系施設 (主たる利用者 !精神障害者)

施 設 名 定員 新たな事業体系 移行(開設)年月 設置事業者

ビオラ
6 人 就労移行支援

H194字 8月

(社福)アムネか

つしか

20ノ、 就労継続支援B型

あすなろの家 20ノ( 就労継続支援B型 H20年 10月

第 2あ すなろの家 20メ、 就労継続支援B型 H20年 10月

さくらハウス 20ノ( 就労継続支援B型 H21年 10月

地域活動支援センター

施 設 名 定員 移行(開設)年月 設置事業者

コパ レ/ 登録制 H19年 8月

(社福)アムネかつしかあすなろの家 登録制 H20年 10月

もつく 登録制 H22年 4月

なぎ      1 登 録帝」 I  H22年 4月 (特非)SIEN



(3)障 害者福祉センター

障害者福祉センター (ウェルピアかつしか内)は 、障害者や障害児に対する福

祉の拠ン点として、障害福祉サービスに関する相談や、通所による支援を行 うこと

により、障害者の自立や障害児の発達の促進を図るために、平成 17年 4月 に開

設しました。

(4)高 次脳機能障害者への支援

障害者福祉センターでは、平成 17年度より高次脳機能障害者のデイサービスを

開始し、平成 20年 度からはデイナービスの拡大と併せて、言語リハビリテーシ

ョンにも取り組んでいます。また、葛飾区高次脳機能障害者相談支援機関連絡会

を設け、高次脳機能障害者への理解と支援機関や家族会とのネットワークづくり

を行つています。区内ではこのほかにも、民間の地域活動支援センターと地域包

括支援センターが障害者福祉センターと連携して、高次脳機能障害に関する相談

支援に取り組んでいます。

(5)健 康プラザかつしか

平成 23年 7月 に 「保健所」「青戸保健センター」「子ども総合センター」の複合

施設 「健康プラザかつしか」を開設しました。「健康プラザかつしか」には、健

康危機管理の強化、健康維持 ・増進を図るための地域保健の拠ン点、そして精神障

害者における自立支援医療の窓日となる 「保健所」と、健診業務やこころとから

だの健康に関する相談支援を行う 「青戸保健センター」カミあります。

また、「子ども総合センター」は、これまで別々部署で行つていた、母子健診事

業、児童虐待防止事業、発達神談事業などを一カ所に統合した施設です。このセ

ンターの開設により、子どもの発達に関する伸談に対して福祉分野と保健分野が

'菫携して総合的に対応することが容易になりました。

6

施 設 名 定員 主な事業

自立生活支援センター
障害者等に対する総合的な相談及

び支援

子ども発達センター

40ノ末ヽ 知的障害児通園事業

15ノ代
知的障害児等訂|1練事業 (児童デイ

ナービス)

発達本目談(平成 23年 4月に子ども

家庭支援課へ移管)

障害者生活介護事業所 60メ 、 生活介護

地域活動支援センター 登録制 創作的活動事業及び地域生活事業



(6)障 害者就労支援

区は、平成 13年 4月 に障害者就労支援センター (以下 「就労支援センター」

という。)を 開設 し、障害のある方の
一
般就労への支援に取り組んできました。

平成 16年 3月 に福祉的就労から一般就労への移行を積極的に支援していくた

め、葛飾区障害者就労支援プラン(以下 「就労支援プラン」という。)を 策定しま

した。

また、自立支援法などの施策に合わせて就労支援プランを見直し、平成 20年

3月 に 「葛飾区障害者就労支援プラン (増補版)」を作成しました。

これに基づき、平成 20年 7月 には施設利用者の工賃アップを図るとともに、

就労司|1練や余暇活動の場として、障害者施設自主生産品販売所 (以下 「ポらすち

ょいす」という。)を 区内に開店しました。

平成 21年 度からは、ポらすちょいすの閉店後の時間等を活用して、NPO法

人との協働により 「障害のある方の自主活動支援事業」を実施し、就労者の職場

定着支援や余暇 ・生活支援を充実させています。

さらに、平成 23年 度から一般就労に向けての経験を積む場として、区役所が

期限を設けて障害のある方を雇用する「葛飾区チャレンジ雇用」を実施 していま

す。

(7)障 害乳幼児のための事業

区では、発達に支援が必要な児童の早期療育に対応するため、子ども発達セン

ター (ウェルピアかつしか内)の ほか、区内4箇 所の療育施設で発達支援を行つ

ています。また、連携ファイルを活用することにより、療育機関と保育園、幼稚

園等が連携を図り、早期療育のネットワーク化を進めています。

平成 23年 7月 に健康プラザかつしか内に開設した子ども総合センターでは、

発達相談と保育園 ・幼稚園への巡回訪間を集中的に実施することにより、発達障

害の早期発見の充実を図つています。

(8)障 害者施策推進協議会の設置

区では、自立支援法の地域自立支援協議会の機能を担うため、また、「障害者施

策推進計画」を計画的に推進するだめに、平成 19年 8月 に障害者関係団体 。事

業者の代表者等で構成される葛飾区障害者施策推進協議会を設置 しました。

推進協議会は、年 2回 開催し、計画に定められた重フ点的な取組等について報告、

協議しています。



4 本 区の障害者数 の推移等

(1)障 害者手帳所持者数の推移
区における障害者手帳所持者数について、平成17年4月 1日の数字を100とすると、平成
23年4月 1日の指数は、身体障害者112.1、知的障害者125,3、精神障害者164.9となってい
ます。なお、住民基本台帳登録者数については、102.9となっています。

4月1日現在

― 身体障害者手

帳

ギト愛の手帳

― 精神障害者保

健福祉手帳

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

①人日の推移

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成23年

住民基本台帳登録者教
(外国人登録者数を含
む)

437,523 445,108 447,476

455,000

450,000

445,000

4401000

435,000

430,000

425,000

平成 17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年   平 成23年

②手帳所持者数の推移

年度 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

身体障害者手帳 12,965 13,339 13,558 13,742 14,245 14,322 14,533

愛の手帳 2,149 2,222 2,322 2,426 2,536 2,601 2,692

精神障害者保健福祉手帳 1,328 1,552 1,867 1,816 1,945 2,216 2,190

平成17年  平 成18年  平 成19年  平 成20年  平 成21年  平 成22年  平 成23年



③身体障害者手帳所持者 (障害の種類日程度別)

平成23年4月 1日現在 (単位 :人 )

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計

視覚障害
０
じ 313 83

９

匂

９

０ 157 ハ
Ｖ
〔
） 1,106

聴覚 ・平衡機能障害 88 395 129 225 9 389 1)235

音声 ・言語 ・そしゃく機能障害 ９

０ 7 110 58 0 0 ，
ｒ
ワ
‘

肢体不 自由 1,707 1,656 1,392 1,845 578 269 7,447

運動機能障害 47 18 5
９

０ 4 1
ウ
ｒ

内部障害 2,977 71 602 841 0 0 4,491

視覚障害 聴覚・平衡機能障
堂

(8.5%)

音声・言語。そしゃ

く機能障害

(12%)

運動機能障害

(05%)

,母

一
人
）

16′000

14,000

12,000

10,000

8′000

6′000

4′000

2,000

0

6級

難5級

露4級

1'3級

駿2級

1 級
4,507 4,641

村17

4,837 4′931 S,077

川18 H19 H20

(年〕

出22       H 2 3

(4月1日現在)

742-→ ―…,ヤ‐759、__

醒

1   673

干魂

ｕ
日



④愛の手帳所持者 (障害の程度別)

H17 H18 H19 H20 H21 H22

(年)

⑤精神障害者保健福祉手帳所持者 (障害の程度別)

線4度

| 1 3 度

彬2度

爵1度

4月 1日現在 (単位 i人)

1 度 2 度 3 度 4 度 合計

平成 23年 ワ
Ｆ
Ｏ
Ｏ 656 742 1,207 2,692

構成比 3.2% 24. 4% 27. 6% 44.8% 100.0%

4月1日現在 (単位 :人)

1 級 2 級 3 級 合計

平成 23年 官
υ

ワ

一 1, 130 845 ワ

０ 190

構成比 998% 51.6% 38.6% 100.07

319

０

　

　

０

　

　

０

０

　

　

０

　

　

０

５

　

　

０

　

　

５

（
人
）

嘉…Ⅲ……ギ| 'Ⅲ…
1,000

500

0

3級

竹2級

+1級ンン循距̈
　
Ｈ・９

ⅢⅢⅢよケ

H17 H20

(年)
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(2)障 害者自立支援法による障害福祉サービスの利用状況

(平成 23年 7月 1日現在)

(単位:人)① 障 害福祉サービス支給決定者数

身体障害者 知的障害者 精神障害者 児童 合計

障害者自立支援法 508 1,107 248 309 2,172

旧法 9 153 162

実利用者数 514 1,172 248 309 2,243

*実利用者数は、障害者自立支援法と旧法の支給決定者数から重複利用者数を差し
引いた数としています。そのため、障害者自立支援法と1日法の合計は実利用者
数とは、一致しません。
*旧 法とは、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律、児童福祉法を言います。

② 障 害福祉サービス別支給決定者数
ア 障 害者自立支援法関係支給決定者数            (単 位 :人)

身体障害者 知的障害者 精神障害者 児童 合計

1.訪 問系サービス

居宅介護 67 4 1   1 7 7 1

重度訪問介護 ワ

々

９

０

2,日 中活動系サー ビス

生活介護 109 492 ９

々 603

自立討|1練 (機 能訂|1練) 5 5

自立訓練 (生活訓練) 1 24 25

就労移行支援 34 19 Ｏ
じ
贋
Ｊ

就労継続支援A型 3 8 3 14

就労継続支援 B型 6 321 91 418

療養介護 1 1

児童デイサー ビス 166 166

短期入所 81 520 8 103 712

3.居 住系サービス

共同生活介護

(ケアホーム)
1 120 9 130

共同生活援助

(グループホーム)
広
じ
ワ
ｒ

つ
θ
つ
る 98

入所支援 41 214 255

合  計 933 1,962 278 406 3,579

】く1人の方が、複数の障害福祉サービスを利用する場合があるため、本表の合計の

数と上表 「O障 害福祉サービス支給決定者教」の障害者自立支援法の数とは、一

致しません。
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イ 旧 法関係支給決定者数 (単位:人)

身体障害者 知的障害者 合 計

身

体

福障

祉害

法者

入所更生 ワ

旬

９

旬

通所更生

入所療護 1 1

入所授産 3 つ
じ

通所授産 ９

匂

９

包

計 8 8

宍日

白勺

福障

祉害

法者

入所更生 18 18

通所更生 ９

々

ワ

々

入所授産 8 8

通所授産 1 119 120

通勤寮 6 6

計 153 154

合 計 9 153 162

９

】



5 障 害者 意 向等調査

障害者意向等調査は、「葛飾区障害者施策推進計画」を策定するにあたり、区

内在住の障害のある方の日常生活や保健福祉サービスなどに関する要望 ・意見

を把握 し、区における効果的な障害者施策を構築するための基礎資料を得るこ

とを目的として実施 しました。

調査結果につきましては、葛飾区障害者意向等調査報告書及び概要版 として

作成 しています。

(1)調 査の概要

①調査対象者数

区内に住所がある身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳

の所持者から無作為に抽出し、調査対象としました。

種 月」 調査数 有効回収数 有効回収率

身体障害者手帳 1,400 1,043 74.5%

愛の手帳 250 162 64.89る

精神障害者保健福祉手帳 200 ，
ｒ 58.5%

②調査期間 平 成 22年 7月 14日 (水)～ 8月 13日 (金)

③調査手法 郵 送配布 ・郵送回収

(2)調 査結果の抜粋

①健 康

健康や医療についての不安や課題としては、障害種別にかかわらず 「障

害の重度化や病気の悪化が不安」カミ最も多く、これに 「救急時の治療 (急

に具合が悪くなったとき)カミ′心配」が次いでいます。

障害種別 主な回答

身体障害者

14障 害の重度化や

病気の悪化が不安

【46。4%】

2.救急時の治療(急

に具合が悪くなった

日寺)カミノい酉己【29.9%】

3.医 療費の負担が

重い 【16.5%】

知的障害者

1.障 害の重度化や

病気の悪化が不安

【30,9%】

1.救急時の治療(急

に具合が悪くなつた

日寺)が 心配 【30,9%】

3. 健康管理が難し

(方法がわからな

【21.6%】

い

い)

精神障害者

1.障 害の重度化や

病気の悪化が不安

【56.4%】

2.救 急時の治療 (急

に具合が悪くなった

層寺)が ッ陣酉己【47.0%】

3 .健 康管理が難し

い (方法がわからな

い)【25. 6 , t】
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②就 労

就労状況を聞いたところ、下表のような回答を得ることができました。

障害のある方が仕事をする (していく)た めに必要なこととしては、下

表のような回答が多くありました。

③社会参加

趣味や学習、スポーツなどの社会参加をする上で妨げになっていること

としては、下表のような回答が多くありました。

障害種別

仕事をし

ている (通

所を含む)

仕事をしたい

が、働くことが

できない

仕事 を した

くない

仕事をする

必要がない

無回答

身体障害者 26.6% 36.5% 3.4% 15.7% 17.8%

知的障害者 50.6% 17.3% 1.2% 18.5% 12,3%

精神障害者 23.1% 50.4% 12.0% 6.8% 7.7%

障害種別 主な回答

身体障害者

1,自 分自身の意欲

【24.2%】

2.心 身の健康状態

の維持 ・向上

【20.3%】

3 ,障 害特性にあっ

た多様な仕事 ・就労

形態 【20.0%】

知的障害者

1.上 司や同僚の理解

と協力 【32.7%】

2,障 害特性にあっ

た多様な仕事 ・就労

形態 【30.2%】

3.差 別やIn~見のな

い職場環境 【27.8%】

精神障害者
1.心 身の健康状態の

維持 ・向上 【31.6%】

2.上 司や同僚の理

解と協力 【29.1%】

2.差 別や偏見のな

い職場環境 【29.1%】

障害種別 主な回答

身体障害者

1 .経 済的な不安

【20.4%】

2.電 車やバスなど

を使つての移動が不

便 【19,3%】

3.周 りの人の障害

者に対する理解不足

【9.2%】

知的障害者

1.周 りの人の障害

者に対する理解不足

【32.1%】

2,電 車やバスなど

を使っての移動が不

便 【22.2%】

3 .一 緒に行く仲間

がいない 【19 . 1 %】

精神障害者
1.経 済的な不安

【34.2%】

2.一 緒に行く仲間

がいない 【28.2%】

3 .適 切な相談相手

がいない 【20 . 5 %】
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6 障 害者団体 ヒア リング

障害者団体ヒアリングは、「葛飾区障害者施策推進計画」を策定するにあたり、

障害者意向等調査に加えて、区内の障害者団体からヒアリングを行うことによ

り、区における効果的な障害者施策を構築するための基礎資料を得ることを目

的として実施しました。

調査結果につきましては、障害者団体ヒアリング結果のまとめとして作成し

ています。

(1)ヒ アリング概要

①ヒアリング対象団体 (8団体)
。葛飾区障害者福祉連合会 (連合)
・葛飾区視覚障害者福祉協会 (視覚)
・葛飾区聴力障害者協会 (聴党)
。葛飾区手をつなぐ親の会 (知的)
。葛飾区肢体不自由児者父母の会 (肢体)
・葛飾区地域腎友会 (腎臓)
・精神障害者家族会 葛 飾たんぽぽ会 (精神)
。高次脳機能障害者 家 族会 か つしか (高次脳)

②ヒアリング期間 平 成 22年 10月 26日 (火)～ 11月 8日 (月)

③ヒアリング内容
・日常生活や社会参加をする上で困つていること、心配なことについて
'将来、不安に感じていることについて
・区の福祉サービスや支援について
・災害時における遅難等の援護について
・地域でいきいきと生活するために区に要望すること
,その他 (現行の計画における支援等に対する意見等)

(2)障 害者団体からの意見

①日常生活や社会参加をする上で困つていること、心配なことについて
。家族の負担を軽減するための休日等における支援 (肢体、高次脳、知的)
・一人暮らしの障害者の突然の病気や異変等に対応できる見守り体制の構

築 (連合、腎臓)
・障害者に適した職種等、就労に関する情報提供 。相談の充実 (高次脳、

1日白勺)
。障害者の特性等、障害者への理解を深めるための区民への啓発・周知 til

覚、腎臓、高次脳)
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・休日・夜間や病状悪化などの緊急医療相談等、支援体制の充実 (精神)

②将来、不安に感じていることについて
,財産管理等も含めた援護者 (親等)亡 き後の生活への支援 (連合、技体、

視覚、高次脳、知的、精神)
・障害者が快適に生活するための居住場所の確保 (連合、肢体、視覚、聴

覚、高次脳、知的、精神)
。障害特性に合わせた障害者への情報提供の充実 (連合、聴覚、知的、精

神)
・特別支援学校卒業生等の日中活動場所 (通所施設)の 整備 (肢体、知的)

③区の福祉サービスや支援について
。障害特性に合わせた福祉サービスの充実 (技体、聴覚、腎臓、高次脳、
矢日白勺、 精ネ申)
・利用時間や利用対象の拡大等、移動支援事業の充実 (視覚、高次脳、知

的)
・受けられる福祉サービスの種類等、障害者への情報提供の充実 (連合、

高次脳)

④災害時における避難等の援護について
・障害特性に対応できる避難所の整備及び援護体制の充実 (肢体、腎臓、

高次脳、知的)
・障害者の安否確認や車いす利用者等の避難支援 (連合、肢体、高次脳、

矢日白旬)
。自治会、民生委員、消防署等、地域での障害者情報の把握 (視覚、高次
脳)
・避難所や援護内容等、障害者への情報提供の充実 (高次脳、知的)

⑤地域でいきいきと生活するために区に要望すること
・安全・快適に生活するために道路や建物等のバリアフリーの充実 (連合、

肢体、視覚、聴覚、高次脳)
。多動な障害者等の体日等における居場所の確保 (知的)
・障害者への理解を深めるために地域住民との交流機会の充実 (聴覚、知

的)
。子どもの頃からの障害者への理解を深める教育等の充実 (高次脳)

⑥その他 (現行の計画における支援等に対する意見等)
・現行計画の速やかな実行 (肢体、視覚、高次脳)
。区の障害者施策、福祉サービス等の周知 (高次脳、知的)
・利用対象の拡大等、移動支援事業等の充実 (腎臓)
・子どもの頃からの障害者を思いやる教育の充実 (高次脳)
・入所施設、ショー トステイ、デイサービスなどの施設整備 (高次脳、知

占勺)
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7 現 状の課題 と今後の方向性

(1)相 談支援体制の充実

① 多 様な障害への対応

現在、相談支援を担当する窓目には、身体障害と精神疾患を併せ持つ障害者から

の相談や、高次脳機能障害や発達障害などの専門的な知識が求められる障害者から

の相談が増えています。また、 うつ病などの気分障害が増加するなど、多様な障害
への専門的な対応が求められています。特に高次脳機能障害や成人の発達障害につ

いては、葛飾区地域活動支援センター (ウェルピアかつしか内)で 高次脳機能障害

に対する支援を行っているほかは、相談支援に対応ができる機関が限られています。

このような現状に対しては、障害福祉課、障害者福祉センター、保健所 ・保健セ

ンター、子ども総合センターの区の相談機関が、各々の専門性を高めつつ、相互に

連携することにより、身体、知的、精神にまたがる多様な障害に対して、適切に対

応します。また、民間事業者が運営する地域活動支援センター等を支援することに

より、身近な地域においても構申疾患や高次脳機能障害に対応できる体制を整備し

ます。

② ケ アマネジメントの充実

障害が多様化することに伴い、在宅で生活する障害者の支援は多岐にわたってお

り、個々の支援の状況や家族の状況等を的確に把握し、個々の支援ニーズに合わせ

た居宅サービスや施設利用を組み合わせることにより、障害者の在宅生活を適切に

支援していく必要があります。このためには、個々の障害者に対して、サービスの

利用計画の作成から障害福祉サービスの支給、サービス利用後のモニタリングに至

るケアマネジメントを相談支援機関と支給決定機関が連携して確実に実施していく

必要があります。

また、国では、平成 22年 12月に児童福祉法及び自立支援法の一部を改正し、障

害児の通所支援や障害者の障害福祉サービスを支給する際には、市町村が指定する

相談支援事業所がサービスの利用計画を作成し、それに基づいて支給決定を行うこ

ととしています。このような法改正に対応するために、障害者福祉センター、子ど

も総合センターの区の相談機関が、現時″点においては法の規定による相談支援事業

者としての役割を果たします。

③ 障 害者の虐待防止

国では、平成23年 6月に、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律 (障害者虐待防止法)」カミ成立し、障害者の福祉に関する事務を所掌す

る部局をはじめ、障害者福祉施設や学校、医療機関、保健所等が連携して、障害者

虐待の早期発見に努めることが規定されました。また、通報を受けた市町村は、障

害者の保護や状況によっては立入調査ができることも規定されています。同法の成

立を受け、今後、区は、障害者の虐待に関する相談支援体制を充実させます。
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(2)早 期療育の充実

区では、こアをまで子ども発達センターをはじめ、のぞみ発達クリニック等の民間

療育機関において発達の障害が,心配される児童の療育ニーズに対応してきました。

しかし、近年、コミュニケーションや社会性の障害を中心に、療育を必要とする

児童が増加 しており、区内の療育機関は、すべて定員一杯の状態になっていま丸

このようなことから、区では早急に療育施設の拡大を図る必要があります。

また、発達の障害が,い配される児童の生活の中心は、保育園や幼稚園であること

から、療育施設と保育園や幼稚園の一層の連携を深め、相互に協力することで効果

的に支援を行つていく必要があります。さらに、就学前の取組を就学後の学校での

支援につなげていくために、就学前の支援を担当する機関と学校施設の連携を密に

していく必要があります。
一方、国では、平成 22年 12月 の児童福祉法の改正により、地域療育のセンター

機能を持つ児童発達支援センターの設置をはじめ、療育施設が行う保育所等訪間支

援の創設や、就学児の放課後や夏休み等に必要な療育と余暇的活動を行う放課後等

デイサービスを倉J設するとしています。このような法改正を受けて、今後、区は、

子ども発達センターの機能の充実をはじめ、児童発達支援センターの整備や保育所

等訪間支援の実施、放課後等デイサービスの具体化に向けた取組を進めます。

(3)生 活支援の場の充実

区内の障害者通所施設では、身体又は知的に障害のある方の日中活動を支援する

ために、常時介護が必要な方を対象に生活介護サービスを、軽作業等が可能な方を

対象に福祉的就労の場を提供しています。

しかし、近年は、特別支援学校の卒業生に加え、在宅の身体に障害のある方など

のエーズが増えており、区立施設の定員増や、民間施設の定員を超えた受入れを図

つたとしても、既存の施設だけでは今後、受入れが困難な状況です。

現在区では、新小岩一丁目の区有地を社会福祉法人に貸し付け、新たな施設整備

を進めていますが、今後も特別支援学校在校生の卒業生の動向を見据えながら、日

中活動の場を確保します。

また、今後、たんの吸引や経管栄養等の医療ヶアを必要とする障害者への対応が
求められることから、区内障害者施設職員のスキルアップ等に取り組んでいく必要

があります。加えて、介護者の疾病等に対応する短期入所先の確保をする必要があ

ります。さらに、障害児の放課後等デイサービスの具体化に向けた取組を進め、休

日等の支援や余暇的活動の充実を図ります。

精神障害者においては、現在家族と同居している障害者が、単身となっても地域

で生活することができるように、生活に必要な技能について、話し合う機会や仲間

作りの場を進めていく必要があります。そのためにも、地域での支援者の個別援助

技術の向上や、医療機関も含めた地域のネットワークの強化などを通じて、良好な

サービスを提供できるよう体制を整えるヶ必要があります。
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また、生活支援サービスの提供については、自立支援法の趣旨に沿つて障害の種

別にかかわらず一元化していく必要があります。

(4)重 度障害者の生活の場の整備

在宅生活を送る重度の障害者については、グループホームやケアホームでは十分

に対応できない重度の障害や、介護者が高齢化した場合の対策が大きな課題となっ

ています。

今後区は、これらの重度障害者の生活の場として、入所施設を含めた施設の整備

を進めます。

(5)中 途身体障害や高次脳機能障害の機能訓練や生活支援の充実

医療機関で急性期や回復期のリハビリを終えた中途身体障害者については、社会

復帰や地域生活に向けて、機能訓1練の継続や生活全般にわたる支援が必要となりま

す。 し かし、このような支援に適切に対応できる施設がないのが現状です。また、

若年の中途身体障害者が日中に集い、交流する場はごく限られており(こ れらの障

害者の社会参加の場や日中活動の場を充実させていくことが求められています。

このような現状を受けて、今後区は、介護保険制度との整合性を図りつつ、中途

身体障害者や高次脳機能障害に対する機能司|1練や生活司|1練の実施に向けた取組を進

めます。また、中途身体障害者や高次脳機能障害者が日中活動を行う場について、

NPO法 人との協働や公共施設の活用なども視野に入れ、事業化を進めます。

(6)就 労支援

障害者の就労については、障害者雇用率制度の改正により、常用雇用労働者教 201

人以上 300人 以下の中小企業が雇用率制度の対象となるとともに、短時間労働 (週

20時 間以上 30時 間未満)が 、精神障害者だけでなく、身体障害者や知的障害者に

も適用されることになり、雇用機会の拡大に繋がる条件が整備されました。

しかし、障害者の就労環境は、景気の動向に大きく左右されるため、更なる新規

職場開拓、就労定着支援の強化が求められています。

こうした中、区では障害者就労支援プランに基づき、就労希望者が安心して就労

できるよう、障害者就労訓練システムを整備し就労を支援しています。

平成 23年 度から知的障害者を区が率先して臨時職員として雇用し、個別支援プ

ログラムに基づき仕事や作業を行うことにより経験や技能を高め、一般企業への就

労を目手旨す 「チャレンジ雇用」を開ナ台しました。

今後、就労訓練システムの更なる充実を図るため、ハローワーク等と連携を強化

し、障害者雇用の拡大を図るとともに、就労者の職場定着支援や余暇 ・生活支援を

充実させます。

また、福祉的就方の観点から障害者通所施設の整備支援や精神障害者の就労移行

支援施設等の整備支援にも取り組みます
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(7)ユ ニバーサルデザインのまちづくり

私たちが暮らすまちは、年齢や障害の有無 ・種別にかかわらず、すべての人が暮

らしやすいまちであることが求められており、区では 「葛飾区ユニバーサルデザイ

ン推進十旨金十」を策定し、まちづくりを進めています。

区では、これまで施設や交通機関等のバリアフリー化など、ハー ド面に重′点を置

いたまちづくりを進めてきました。今後は 「′いのバリアフリー」も含めて、ハー ド・

ソフト両面からの施策の展開が求められており、「ユニバーサルデザインの普及・啓

発」にも重′点的に取り組みます。

(8)防 災体制の充実

平成 23年 3月 11日 に発生した東日本大震災では、多くの方が被災し、高齢者や

障害者などの災害弱者への対応について改めて間い直す必要が生じています。また、

障害者団体のヒアリングにおいても、障害者の安否確認や連難所の整備などを求め

る声が強く、障害者の防災対策の充実は喫緊の課題となっています。

このような現状を受けて、今後区は、災害時における要援護障害者避難所の運営

や災害ボランティアの育成等、障害者施設等の防災拠点化に向けての準備を早急に

進めます。

また、災害時の要援護障害者リス トの作成や安否確認の方法等、区内全域の要援

護障害者を対象とした避難支援計画の作成や在宅で医療を受ける重度障害者への対

応などについて、具体的な取組を進めます。

さらに、災害時に限らず、一人暮らしの障害者の見守り体制を構築し、地域全体

で支援を進めます。

(9)障 害の種別にかかわらない一元化したサービスの提供

障害者福祉については、これまで身体障害、知的障害、精神障害がそれぞれ別々

の法律に基づき展開してきた経緯から、障害の種別により、サービスの相談窓口や

手続きの所管が福祉部と保健所に分かれています。

しかし、自立支援法により、身体障害、知的障害、精神障害に関する障害福祉サ
ービスが一元化されたこと、また、精神障害に発達障害を含むなど、従来の障害の

枠組みが変わつてきたことなどから、障害福祉サービスの内容や提供体制を再検討

していく必要があります。

今後は、新たに制定される総合的な福祉法制である障害者総合福祉法 (仮称)の

制定内容を踏まえて、「障害の特性に合わせた支援」と 「障害の種別にかかわらず障

害のある方が必要とするサービスの提供」を行うため、障害福祉サービスの内容や

提供体制の一元化について検討します。
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8 計 画の基本理念及び基本目標

基 本 理 念

一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮し、自立した

生活を営み、地域社会の中でともに支えあう一員として、

いきいきと輝けるようにします。

基 本 目 標

I 自 立生活支援

自分らしい生き方を自ら選択、決定し、自立した生活を

営むことができるように支援していきます。

正 就 労支援
一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮 し、いきいき

と働き続けられるように支援していきます。

III 地域で支えあうまちづくり

障害のある人もない人も地域の中でともに支えあい、安心

していきいきと暮らせるまちにしていきます。

１（ソ
】



9 施 策の体系

基本理念
一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮し、自立した生活を営み、地域社会の中でとも
に支えあう一員として、いきいきと輝けるようにします。

基本目標 施 策

1.相談体制の充実

個々の障害に応 じた総合的な相談支援を実施する

体制を整える。

2.早期療育の充実

適切な療育や保育を受け、

される環境を整える。

一人ひとりの発達が保障

3.生涯にわたる学習の支援

学校教育の基礎の上に、生涯を通 じて自己の個性と

能力を発揮できる環境を整える。I 自 立生活支援

自分らしい生き方を自ら

選択、決定し、自立した生

活を営むことができるよう

に支援していきます。

4.生活支援

地域で自立して暮らしていく

スを提供できるようにする。

ために必要なサー ビ

5.保健 ・医療支援

地域で適切な保健 ・医療サービスを受け、健康を維

持 ・増進できるようにする。

6。経済的支援

生活に困窮 しないで、

的な支援を実施する。

安心して暮 らせるように経済

7.福祉サービス利用者への支援

サービスを必要とする人が安心して福祉サービス

を利用できるように支援する。

ワ
々
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工 就 労支援

一人ひとりが持つ可能性

や能力を十分に発揮し、い

きV きヽと働き続けられるよ

うに支援していきます。

8.一般就労への支援

安心 して就職できるように段階的な支援を行 う

ともに、就職後も働き続けられるように支援する。

9.福祉的就労への支援

多様な就労形態の中からサービスを選択し、地域

の中で仲間とともに働き続けられるようにする。

0.ユニバーナルデザインのまちづくり

すべての人が安全で快適に暮らせるまちにする。

11.防災体制の充実

災害に対する備えを整えることで、

るようにする。

安心して暮らせ

皿 地 域で支えあうま

ちづ くり

障害のある人もない人も
地域の中でともに支えあ
い、安心していきいきと暮
らせるまちにしていきま

す。

12.地 域支援体制の整備

支援を必要としている人を地域ぐるみで支える環

境を整える。

13.普 及 ・啓発の充実

障害のある方に必要な情報を提供するとともに、

害のない方にも障害への正しい理解を広める。

（３（Ｚ



援支活生工立自

取 組

※|    |で 囲まれている取組は、重′点的な取組です。

課名は、計画策定時の主管課を記載しています。

談支援体制の充 【障害福祉課・障害者施設課・保健予防課・

保健センター・子ども家庭支援課】

【保健予防課】

【高齢者支援課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【保健予防課】

【保健センター】

【保健センター】

神障害者に対する地域移行の支

①高齢者 。心身障害者保健相談 ・指導

①身体障害者手帳の交付及び更新相談の充実

①愛の手帳の交付及び更新相談の充実

①精神障害者保健福祉手帳の交付及び更新相談の充実

①精神保健相談の充実

○難病相談の充実

①サービス利用者相談の充実   【 障害福祉課・障害者施設課・保健予防課】

１

相
談
体
制
の
充
実

２

早
期
療
育
の
充
実

害乳幼児早期療育体制の整

育機関の整備

①乳幼児経過観察の検診

①民間療育団体の育成

①障害児保育

①学童保育クラブ

【障害福祉課。障害者施設課・子ども家庭支援課】

【障害福祉課・障害者施設課】

【子ども家庭支援課】

【障害福祉課】

【保育管理課。子育て支援課】

【育成課・子育て支援課】
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３

生
涯
に
わ
た
る
学
習
の
支
援

別支援教育の推;

害者のスポーツ参加促進支

①バ リアフリーコンサー ト

○出前教室

①かつ しか教室

①わくわくチャレンジ広場

①子ども動物広場 (ポニースクールかつしか)

【学務課・指導室】

【生涯スポーツ課】

【文化国際課】

【生涯学習課】

【生涯学習課】

【地域教育課】

【地域教育課】

】
Ｄ
つ
コ



グループホーム ・ケアホームの整備 ・運営支

○

地域生活支援型入所施設の整備支援

寧害者通所施設の整備支援

営害者自立支援法等給付事業体制の整備

【障害福祉課・保健予防課】

【障害福祉課】

【障害福祉課・保健予防課】

【障害福祉課・障害者施設課・保健予防課】

①身体障害者住宅設備改善の給付

①自動車運転免許取得費助成

①自動車改造費助成

①心身障害者寝具乾燥消毒委託

○心身障害者出張理美容事業

①心身障害者紙おむつ支給 。使用料助成

①心身障害者配食サービス事業委託

○心身障害者巡回入浴サービス委託

①重度脳性麻痺者介護人派遣

①見守 り型緊急通報システム事業

①車いす一時貸出

①心身障害者 (児)緊 急一時保護委託

①バス借上等社会参加促進経費助成

①障害者週間事業の実施

①精神障害者家族教室の充実

①精神保健講演会の充実

①難病患者等居宅支援事業

①難病講演会の充実

①高次脳機能障害者への支援

○高齢者等訪問収集

①家賃債務保証制度利用助成

【障害福祉課・障害者施設課・保健予防課】

【清掃事務所】

【住環境整備課】

【障害福祉課】

【保健予防課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害者施設課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【保健予防課】

設利用者負担軽減策の実

神障害者に対する地域移行の支援 (再掲)

４
　
生
活
支
援
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自立支援医療

神障害者に対する地域移行の支援 (再掲)

①障害児 ・者歯科診療事業 (ひまわり歯科診療所)

①ねたきり高齢者歯科診療事業 (たんぽぽ歯科診療所)

①障害者施設通所者健康診査 (一般区民健康診査)

①在宅難病患者医療機器の貸与

○地域難病関係機関連携体制の推進

①難病患者 リハビリ対策の実施

①難病患者訪間指導事業の実施

①地域精神関係機関連携体制の推進

①休 日医療体制の確保

①乳幼児精密健診医療費の助成

①特殊疾病医療費助成

【障害福祉課・保健予防課】

【保健予防課】

【健康推進課】

【健康推進課】

【健康推進課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【地域保健課】

【子ども家庭支援課】

【保健予防課】

保
健
。医
療
支
援

自立支援医療 (再掲)

①重度心身障害者 (児)手 当の支給

①心身障害者福祉手当の支給

①心身障害者手当国制度分の支給

①重度心身障害者特別給付金の支給

①難病患者福祉手当の支給

①心身障害者医療費の助成

【障害福祉課'保健予防課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【保健予防課】

【障害福祉課】

経
済
的
支
援

①

①

①

福
祉
サ
ー
ビ
ス

利
用
者

へ
の
支
援

O福 祉サービス第二者評価事業推進

O福 祉サービス苦情調整委員制度

【社会福祉協議会】

【障害福祉課・保健予防課】

【高齢者支援課・障害福祉課・保健予防課】

【福祉管理課】

【福祉管理課】



援支労就El

取 組

一
般
就
労

へ
の
支
援

○

障害者就労訓1練システムの整備

葛飾区チャレンジ雇用

定着支援と余暇 。生活支援の充実

暗害者通所施設の整備支援 (再掲)

【障害福祉課・保健予防課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【障害福祉課・保健予防課】

【保健予防課】①精神障害者通所訓練事業等運営費助成

福
祉
的
就
労

へ
の
支
援

害者通所施設の整備支援 (再掲)

①工賃引上げのための支援

○民間通所施設運営費助成

①精神障害者通所訓練事業等運営費助成

【障害福祉課・保健予防課】

【障害福祉課】

【障害福祉課】

【保健予防課】

（じ（ウ
０



づあで田 地  域 支  え う  ま   ち く り

取 組

ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

の
ま
ち
づ
く
り

①ユニバーサルデザインによる建物設計

①区有建築物のバリアフリー化改修

①鉄道駅エレベーター等整備費助成

○民間建築物バリアフリー化整備費助成

①自治町会会館のバリアフリー化修繕 ・助成

①地域コミュニティ施設におけるバリアフリー化改修

【街づくり調整課】

【道路補修課】

【道路補修課】

【公園課】

【道路管理課】

【営繕課】

【営繕課】

【福祉管理課】

【福祉管理課】

【地域振興課】

【地域振興課】

防
災
体
制
の
充
実

害者施設等の防災拠点イ

【防災課・障害福祉課・

災害時対応指針の作

【防災課・高齢者支援課 ・障害福祉課 ・

①防災訓練への参加促進

①メールによる防災・防犯情報の提供

①幹線道路の沿道不燃化促進事業

①耐震改修助成

障害者施設課・保健予防課】

障害者施設課・保健予防課】

【防災課】

【防災課】

【建築課】

【建築課】
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地
域
支
援
体
制
の
整
備

訳者の育

○障害者団体との協力関係の推進

①地域難病関係機関連携体帝」の推進 (再掲)

①地域精神関係機関連携体制の推進 (再掲)

①社会福祉協議会助成

○民生委員活動の支援

①手話通訳者の育成

①障害者スポーツ指導員の養成、研修

①一人暮らしの障害者の見守 り体制の構築

【中央図書館】

【障害福祉課】

【保健予防課】

【保健予防課】

【福祉管理課】

【福祉管理課】

【障害福祉課】

【生涯スポーツ課】

【障害福祉課】

ニバーサルデザインの普及 ・啓

①障害者週間事業の実施 (再掲)

①精神保健講演会の充実 (再掲)

①難病講演会の充実 (再掲)

【障害福祉課・障害者施設課・保健予防課】

【障害者施設課】

【保健予防課】

【保健予防課】
啓
発
の
充
実
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10 重 点的な取組

自立生活支援

.相 談体制の充実

○ 相 談支援体制の充実

【障害福祉課 ・障害者施設課・保健予防課 ・保健センター・子ども家庭支援課】

① 多 様な障害への対応

身体、知的、精神の3障害にまたがる多様な障害の相談支援に適切に対応して
いくため、障害福祉課、障害者福祉センター、保健所、保健センターの区の相談

機関が各々の専門性を高め、相互に連携して取り組みます。特に精神保健分野に

関しては、保健所で自殺防止のための 「うつ」対策事業を引き続き実施するとと

もに、発達障害や気分障害等に特化した精神保健相談を実施します。
また、身体と精神の重複障害など、早期の対応が必要な困難事例にも適切に対
応するために、相談支援に関する連絡会議を設け、支援のネットワークを構築し

ます。地域活動支援センター等の民間支援機関とは、地域における幅広い相談支

援体制を整えていけるように協働 ・連携を強化します。
さらに、身体障害者等の在宅生活を効果的に支援するために、住環境の改善や

補装具の使用に関して、作業療法士等を活用した訪問相談を障害者福祉センター

等で実施します。

② ケ アマネジメントの充実

自立生活支援センター (ウェルピアかつしか内)等 の区の相談支援機関では、

在宅障害者の実態や家族の状況等を的確に把握し、居宅介護サービス等に関する

サービス等利用計画を作成することにより、多様化、個別化する支援ニーズに的

確に対応します。また、居宅介護サービス等の事業者との連絡調整を密に行うこ

とで、利用計画を確実にサービス提供につなげます。

③ 障 害児の相談支援体制の充実

児童福祉法の一部改正により、障害児が通所支援を受ける場合には、サービス

利用計画が必要となったことに伴い、障害児の相談支援に関わる自立生活支援セ

ンター、子ども発達センター、子ども総合センターが連携して適切な利用計画を

作成します。これにより、児童福祉法に定められた支給決定プロセスを確実に実

施します。

④ 障 害者の虐待防止

区の機関や福祉施設が連携し、障害者虐待の防止や早期発見、虐待を受けた障

害者の保護に取り組むとともに、障害者の虐待に関する相談支援体制を充実させ

ます。

① 精 神障害者に対する地域移行の支援

内容については、 4.生 活支援 (P,35)で 掲載 します。

【保健予防課】

31



2.早 期療育の充実

① 障 害乳幼児早期療育体制の整備

【障害福祉課 ・障害者施設課 ・子ども家庭支援課】
① 子 ども総合センター

平成 23年 7月 に開設した子ども総合センターでは、発達相談と保育園・幼稚
園への巡回訪間を集中的に実施することにより、発達障害の早期発見の充実を図
ります。

② 子 ども発達センター

専門の療育施設としての機能を強化するとともに、保育所等訪問支援 (地域療
育促進事業)を 実施し、保育園 ・幼稚園等と連携した療育支援を行います。
また、療育に関する相談と登録児童に対する通所利用計画作成にも対応し、児
童発達支援センターとして機能を整備します。
③ 各 施設や学校等との連携
子ども総合センター、保育園や幼稚園、子ども発達センターが連携を強化する
ことにより、保育園・幼稚園等の身近な施設でも適切な支援を受けられる体制を
整備します。
また、区内の療育施設と学校の連携も強化し、保護者からの要請を受け、幼児
期の取組状況を直接学校に申し送る仕組みを構築し、療育の連続性を確保します。
④ 障 害児通所施設利用者への負担軽減
区独自の支援策として、障害乳幼児が適切な療育を受けることができるよう、
障害児通所施設利用者の保護者負担の軽減を引き続き実施します。

※箇所教は、保育所等訪問支援事業の開始年度です。

① 療 育機関の整備 【障害福祉課・障害者施設課】
子ども発達センターの児童発達支援センターヘの移行を進めるとともに、増加す
る療育ニーズに対応するため、新たな療育機関として、民間事業者による児童発達
支援センターの設置を支援します。

※箇所数は、児童発達支援センターの開始年度です。

3口 生涯にわたる学習の支援
○ 特 別支援教育の推進 【学務課・指導室】
「特別支援教育」は、障害のある児童 ・生徒等の自立や社会参加に向けた主体的
な取紀を支援するという視点に立ち、児童・生徒等一人ひとりの教育的ニーズを担

９
々
〔
Ｄ

保育所等訪問支援事業の実施箇所 (延べ 2箇所)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

1箇所 1箇 所

療育機関 (児童発達支援センター)の 整備 (延べ2箇 所)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

1箇所 1箇所



握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な
指導や必要な支援を行うものです。
小・中学校における特別支援教育を推進するために、通常の学級に在籍する発達
障害等を伴う児童 。生徒に対して指導を行う巡回指導員を配置するとともに、公立

幼稚園、小 ・中学校に助言指導を行う特別支援教育心理専門員、教員経験者等から
なる専門家チームを派遣し、必要に応じて、学識経験者や都立特別支援学校コーデ
ィネーターを派遣します。
また、児童 ・生徒の 「個別の教育支援計画」、「個別指導計画」を充実させるとと
もに、アイリスシー ト学齢期版支援シー トの活用により関係機関と連携し、支援内
容を乳幼児期から学校卒業後まで引き継いでいきます。
さらに、東京都特別支援教育推進事業計画第二次実施計画に基づき、特別支援教
室の設置に向けての体制整備の検討を進めます。

○ 障 害者のスポーツ参加促進支援 【生涯スポーツ課】
障害のある方がスポーツを楽しむことは、リハビリテーションになるほか健康増
進や社会参力日意欲の促進にもなります。そのため、障害のある方のスポーツヘの参
加機会の促進、拡充を図ります。

4.生 活支援

① グ ループホーム・ケアホームの整備 =運営支援  【 障害福祉課・保健予防課】
施設入所者の地域移行を促進するため、社会福祉法人等に対し、区内にグループ
ホーム・ケアホームの整備を促すとともに、知的に重度の障害がある方の地域生活
を支援するため、ケアホームの施設整備を行う社会福祉法人等に対し、整備費の一

部を助成します。
また、精神障害者のグループホームの整備 ・運営支援を引き続き行うとともに、
体験宿泊や夜間支援、短期入所機能の充実等により、サービスの在り方について関
係機関との連携を強化し具体化に向けて取り組みます。
さらに、身体障害者や高次脳機能障害者のケアホームの整備支援に関しても、検
討 します。

つ
つ
（ど

専門家チームの派遣回数 (心理検査を含む)(年 間)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

1 5 7 回 1 5 8 回 1 5 9回 1 6 0 回 1 6 1 回 1 6 2 回

アイリスシー ト学齢期版支援シー トの交付件数 (年間)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

8 1 件 93件 105イ 牛 1 1 7 件 129イ 牛 1 4 1 件



グループホーム ・ケアホームの整備支援 (延べ 6箇 所)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇 所 1箇 所

※箇所数は、グループホーム ・ケアホームの開設年度です。

① 地 域生活支援型入所施設の整備支援 【障害福祉課】
障害のある方がケアホーム、グループホーム等の地域の生活の場へ円滑に移行す
るための施設として、また、短期入所や区内グループホーム等の緊急時のバックア
ップ機能を担 う拠″点として、区内における 「地域生活支援型入所施設」の整備支援
について具体的に検討 します。

① 障 害者通所施設の整備支援 【障害福祉課・保健予防課】
特別支援学校の卒業生等の日中活動を支援するため、進路希望の動向に応 じて、
必要量に合わせた施設整備の促進を図ります。そのため、障害者の通所施設の整備
を行 う社会福祉法人に対 し、整備費の一部を助成 します。
また、精神に障害のある方の社会参加や就労を支援するために、自立支援法に基
づ く就労訓1練施設及び相談機能を持つ地域活動支援センターの整備を計画 してい
る社会福祉法人等に対し、整備費の

一
部を助成 し、地域で安定 した生活を行えるよ

うにします。

※箇所数は、障害者通所施設の開設年度です。

① 障 害者自立支援法等給付事業体制の整備

【障害福祉課 ・障害者施設課 ・保健予防課】
① 放 課後等デイサービス

就学している障害児が放課後や夏休み等に、必要な療育や余暇的活動を行う放
課後等デイサービスの具体化に向けた取組を進めます。
② 高 次脳機能障害者の社会復帰の促進

高次脳機能障害者に対する社会適応や認知・言語に関するリハビリテーション
を充実します。

また、高次脳機能障害者の一般就労や就労継続支援施設等での受け入れを促進
し、高次脳機能障害者の社会復帰を促進します。
③ 身 体障害者の社会参加、余暇活動に対する支援の充実
ボランティアやNP① 法人との協働により、身体障害者を対象とした余暇活動
などについて、事業化を進めます。

0 精 神障害者の社会参加に対する支援の充実
ボランティアや地域活動支援センターとの協働により、精神障害者を対象とし
た社会参加活動や病気に関する理解を広げる活動を進めます。

障害者通所施設の整備支援 (延べ 5箇 所)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

1箇 所 1箇所 2箇所 1箇所
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5 .

①

⑤ 短 期入所先の確保

ケアホームや地域生活支援型入所施設の整備支援を行う際に、短期入所用の居
室を合築して整備するようにし、介護者の疾病等に対応する短期入所先の確保を

進めます。

① 施 設利用者負担軽減策の実施 【障害福祉課】
通所施設利用者に対する区独自の支援策として、食費自己負担分の補助を実施 し

ます。また、障害のある方が安心してサービスを受けられるように障害者通所施設

に対する施設運営費助成を行います。

① 精 神障害者に対する地域移行の支援 (再掲) 【保健予防課】
① 退 院後の支援体制

平成23年度、東京都精神障害者退院促進支援事業の委託先として、本区のNPO

法人の事業所が決定されました。今後、当該事業所と連携 ・協力し、円滑に退院
促進支援事業を進めます。また、退院後の精神障害者の生活を支えるには、継続
的な医療を支える精神訪問看護ステーションやホームヘルプなどを提供する協
力事業所を増やしていくことが求められています。そのために、精神訪問看護ス

テーションや居宅介護事業所等を対象とした連絡会の開催 (年2回程度)等 によ

り、ネットワークの構築を図ります。

② 単 身生活者への対応

退院後、単身生活が困難な精神障害者に対応するグループホーム・ケアホーム

の設置や運営法人の育成を行います。また、夜間等相談したい時に相談できる体

制を構築します。

保健 口医療支援

自立支援医療 【障害福祉課・保健予防課】
待J度の運営が適切に行われるよう、支援 します。

なお、この事業は、自立支援法上の自立支援給付事業として実施するものです。

経済的支援

自立支援医療 (再掲)

福祉サー ビス利用者への支援

権利擁護センター事業の推進

【障害福祉課・保健予防課】

【社会福祉協議会】
社会的支援が必要な方への福祉活動を行つている社会福祉協議会が、福祉サービ

スに関する利用相談や苦情相談を行うとともに、成年後見制度の利用相談や利用支

援を行うことにより、判断能力が不十分な方の権利行使を総合的、一体的に支援し

ます。

また、社会福祉協議会自らが、法人として後見人等を受任します。

H29年 度

・
①

　

，
①

６

　

　

　

７

1,040件 |

区
じ
命
Ｄ

相談件数 (年間)

H24年 度 I H25年 度 I H26年 度 I H27年 度 I H28年 度

1、0001牛 1,020イ牛 11060イ牛 1‐080イ牛 1‐100件 |



法人後見受任数 (延べ 1 1件 )

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

1 件 2 件 2 件 2 件 2 件 2 件

8ロ

①

※件数は、障害者及び高齢者に関するものです。

① 成 年後見制度の利用支援 【障害福祉課・保健予防課】
障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用である
と認められる障害者で、成年後見帝」度の利用に要する費用の補助を受けなければ利
用が困難な障害者に対 して、助成をします。

正 就 労支援

一般就労への支援
障害者就労訓練システムの整備 【障害福祉課・保健予防課】
18歳 以上の勤労意欲のある身体、知的及び精神に障害のある方に対 して、就労
支援プランに基づき、企業実習、作業訓練等を行い、一般企業への就労を支援しま
す。

自転車 リサイクルエ房、ポ らすちょいすなどにおいて実習訓1練を行 うなど、就労
訓1練システムの充実を図 ります。

① 葛 飾区チャレンジ雇用 【障害福祉課】
平成 23年 度から一般就労に向けての経験を積む場として、区が期限を設けて障
害のある方を雇用する「葛飾区チャレンジ雇用」を実施 しています。
区が率先 して知的障害や精神障害のある方の雇用に努めることで、区内企業をは
じめとして、

一
般企業への雇用促進につなげます。

成年後見制度利用費用補助件数 (延べ 42件 )

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

4 件 5 件 6 件 8 件 9 件 10件

年間就労者教 (延べ 270人 )

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

4 5人 45メ 、 45ノ ( 4 5人 45メ 、 45メ 、

チャレンジ雇用人数 (延べ 30人 )

H25年 度 I H26年 度 I H27年 度
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○ 定 着支援と余暇 口生活支援の充実 【障害福祉課】
障害のある方が一般就労した後も、働き続けることができるよう、三障害それぞ
れの特性に合わせて、職場定着支援と余暇 ・生活支援を行っていきます。
就労支援センターでは、一般就労した障害のある方が職場の人間関係などでトラ
ブルがあった場合、職場に出向いて問題の解決を図るとともに、就労支援センター

の業務延長時間に合わせて交流の場を提供し、職場定着支援や余暇 '生活支援を行
つています。
また、ポらすちょいすの閉店後の時間等を活用して、NPO法 人との協働により
「障害のある方の自主活動支援事業」を実施しており、就労者の職場定着支援と余
暇 ・生活支援の充実を図ります。
さらに、家族会やボランティア団体等の行う余暇 ・生活支援活動を支援します。

※就労定着率は、就労支援センターが支援 して新規就職 した者の 3年 間の就労継続
の状況です。

9口 福祉的就労への支援
① 障 害者通所施設の整備支援 (再掲) 【障害福祉課・保健予防課】

III 地域で支えあうまちづくり

10.ユ ニバーサルデザインのまちづくり
○ 交 通バ リアフリー事業 【街づくり調整課】
新小岩駅国において、区民や公共交通事業者、国、都などと

一体となった取り組

みとして、駅や道路、公共公益施設、商店街を含めた
一体的なバ リアフリー化を進

め、すべての人が安全に身体に負担がなく移動ができるまちにします。

※計画量については、現在 「葛飾区新小岩駅圏移動等円滑化基本構想策定協議会」

において検討中であり、計画策定時には記載する予定です。

① 歩 道勾配改善事業                    【 道路補修課】
区内約 20k mの道路に設定された特定経路について、歩道の段差や勾配を改善
し、障害のある方、高齢の方及び車いすを利用する方など、誰もが安全で快適に通

行できる道路環境を引き続き整備します。
車道の高さを上げることにより、歩道の勾配を縦断方向(歩く方向)で5‐10以下、
横断方向 (横方向)で 1%程 度に改善します3

新規就職者の就労定着率

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

750/0 75% 75% 8 0 % 80% 80%

交通バ リアフリー事業

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

，
Ｆ

う
一υ



また、歩車道の段差は 2cm以 下とします。

○ あ んじん歩行エリア整備事業               【 道路補修課】
水戸街道や環七通り、平和橋通りを含む区の中心部で交通事故の発生率の高い地
区を指定し、区と警祭が連携を図りながら交通事故防止策を実施します。

○ 公 国内だれでもトイレ設置                  【 公園課】
公園内にだれでもトイレを設置することで、障害のある方が外出しやすい環境を
引き続き整えます。

○ 放 置自転車撤去・誘導及び指導 【道路管理課】
車いすを利用する方や視覚に障害のある方等、区民の通行の妨げとなる放置自転
車に対し、指導や誘導、撤去等の実施や自転車利用者のマナーやモラルの向上を呼
び掛けるキャンペーンも実施 します。

また、これらに加え、民営自転車縦車場の設置及び管理に要する費用の一部を区
が補助する制度を創設 し、民間自転車駐車場の建設を促進 します。

※台数は、時間を決めて涙」定 した時の平均台数 (瞬時預J定台数)で す。

11.防 災体制の充実
① 障 害者施設等の防災拠点化

【防災課 ・障害福祉課 ・障害者施設課 ・保健予防課】
① 要 援護障害者の避難所運営
速難物資の相互活用や人材の応援態勢等、第1順位速難所 (学校等)と の連携
方法を含め、第2順位避難所(障害者施設)ごとの運営マニュアルを作成します。
連難所となる障害者施設の所在地を記載した障害者速難所マップを作成します。
さらに、避難所となる障害者施設に、補助電源としての発電機等、停電時に備
えた設備の設置を検討します.
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歩道勾配改善工事延長 (延べ 4.8k m)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

0.8km 0,8 kl■ l 0.8 kl■ 0. 8km 0, 8km 0.8km

公園内だれでもトイレ設置箇所数 (年間)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

5箇 所 5箇 所 5箇 所 4箇 所 4箇 所 4箇 所

放置自転草整理区域内の放置自転車台数 (年間)

H24年 度 H25年 度 H26年 度 H27年 度 H28年 度 H29年 度

3,000台 2,800台 2,600台 2,400台 2)200台 2,000台



また、地域住民と障害者施設が連携した合同避難訂1練をウェルピアかつしか等
でモデル実施します。

② 災 害ボランティアの育成

葛飾区社会福祉協議会と連携のもと、災害時要援護障害者への支援に対応でき
るボランティアを育成し、要援護障害者の安否確認や避難所での生活を支援する

人材を確保します。

③ 障 害者への災害情報の提供

円滑なコミュニケーションが難しい聴覚障害者等への情報提供手段として、音
声を文字化する設備を拠″点となる障害者施設に設置するなど、障害者への災害情
報の提供方法を検討します。

① 災 害時対応指針の作成

【防災課 ・高齢者支援課・障害福祉課・障害者施設課・保健予防課】
①
t要
援護障害者の連難支援計画の策定

災害時における要援護障害者のリストの作成、安否確認、連難所となる障害者
施設等への連難方法、災害ボランティアの支援等、区内全域の要援護障害者を対
象とした避難支援計画を策定します。

② 在 宅医療者への対応

医師会の協力のもと、医療が必要な重度障害者を災害時に受け入れることがで

きる医療機関のリストを作成します。
また、在宅で人工呼吸器等医療機器を使用する重度障害者のリストを作成する
とともに、非常用蓄電池の貸与等、停電時の対応を検討します。
その他、障害者名簿 (全障害者 ・障害別)、防災名簿 (災害時避難用)、あんし
んネット (日常有事用)、個別名簿 (目的別)等 を整備し、災害時における関係

機関との情報の共有化を検討します。

③ 要 援護障害者用備蓄計画の作成

要援護障害者が避難所 (障害者施設)等 で避難生活を送る際に必要となる物資
の備蓄計画を作成します。

④ 安 心カー ドの作成

障害種別を問わず、個々の障害者の通院先や医療に必要な情報を記載した 「安
心カー ド」を作成します。障害者が 「安心カード」を携行することで、災害時に

備えます。

12,地 域支援体制の整備
① 音訳者の育成 【中央図書館】
活字での読書が困難な方が、図書資料を利用 し、情報入手や読書ができるよう音

訳図書及び点字資料の貸出し等を行つています。また、音訳資料 (デイジー)の 作

成や対面朗読等で活動される音訳者の養成講座を実施 します。

音訳資料 (デイジー)作 成数 (延べ 36冊 )

H25年 度 I H26年 度H24年 度 H27年 度 H28年 度 I H29年 度
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13口 普及 ・啓発の充実

① ユ ニバーサルデザインの普及 コ啓発

【障害福祉課・障害者施設課・保健予防課】
葛飾区ユニバーサルデザイン推進指針に基づき、視覚に障害のある方の情報のバ

リアフリーを推進するため、音声コードや音訳資料 (デイジー)に よる区政情報の
発信を行います。
また、聴覚障害者等への情報提供の手段として、公共施設に音声を文字化して案
内する設備の設置を検討します。
さらに、区のイベント等の機会を通じて、ユニバーサルデザインの考え方を普及
させるとともに、障害者への理解を深めるため、かつしかエフエムやケーブルテレ
ビ等の地元メディアを活用して、区内の障害者施設や団体などの活動について情報
を発信します。

※ ユ ニバーサルデザインとは、あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等
にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする
考え方です。

※ 音 声コードとは、紙に掲載された印刷情報をデジタル情報に変えた切手大の
記号で、二次元のデータコー ドの中に日本語で約 800文字のテキストデータを
記録することができます。
また、印刷した音声コードのページの端には、触覚によリコードの位置がわ
かるように、「切り欠き」と呼ばれる半円の穴を開けています。本計画書でも
各ページの下部に貼り付けてあります。

※ デ イジーとは、Dttgital Accessible lnformation Systemの略で、 日本では
「アクセシブルな情報システム」と訳されています。視覚障害者や普通の印刷
物を読むことが困難な人々のためにカセットに代わるデジタル録音図書の国
際標準規格として、50カ国以上の会員団体で構成するデイジーコンソーシアム

(本部スイス)に より開発と維持が行われている情報システムを表しています。
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第 3期 葛飾区障害福祉計

1 第 3期 障害福祉計画の概要

(1)第 3期 障害福祉計画の策定について

区では、平成 19年 3月 に障害者施策推進計画の策定と併せ、障害のある方

が地域で自立した生活を営むことができるよう、自立支援法の規定に基づき、ャ

障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業のサービスごとの必要量

を見込んだ障害福祉計画を策定しました。

第 1期 障害福祉計画 (平成 18～20年 度)に 続 く第 2期 障害福祉計画 (平成

21～23年 度)で は、第 1期 障害福祉計画の実績を踏まえ、サービス量の算定

を行 うとともに、「葛飾区チャレンジ雇用」の実施等の新たな課題への対応を

図っています。

第 3期 障害福祉計画の策定にあたっては、自立支援法や国の基本指針に基
づき、第 2期 障害福祉計画の実績や今後の障害者のニーズを踏まえて、サー

ビス量の算定し、同行援護や計画相談支援などの新たなサービスを含めて、

各年度の数値 目標を設定しました。

(2)第 3期 障害福祉計画の期間

第 3期 障害福祉計画の計画期間は、国の 「基本指針」に基づき、平成 24年

度から26年度までの 3か 年とします。

ただし、国は、平成 25年 8月 までに 「障害者 自立支援法」を廃止 して、「障

害者総合福祉法 (仮称)」の制定を目指 してお り、法制度の動向により区は、

計画期間中に本計画を見直す可能性があります。

18年 度 19年 度 20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度 25年 度 26年 度

ゝ ゝ一ビ
. _ _ 上 「、

ど■屯
I H /分| 1 / 1 1 /

2 福 祉施設の入所者の地域生活への移行

(1)目 標値の設定

国の 「基本指金十」は、平成 26年 度末において、平成 17年 10月 1日 時点

の施設入所者数の、 3害4以上を地域へ移行すること、また 1割 以上を肖」減す

ることを目標 としています。

この指針に基づき、区では、平成 26年 度末において平成 17年 10月 1日

時点の施設入所者数 266人 の 3割 (80人 )を 地域移行させることを達成

すべき目標値としました。

しかし、施設入所者については、高齢の介護者が多く、介護者の病気等が

原因で在宅生活が困難になるなど、施設入所支援が必要となる方が、毎年、

発生 しているため、肖J減することは困難な状況です3
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目項 数  値 明説

平成 17年 10月 1日時″煮の施

設入所者数
266ノ 、

区内に入所施設がないため、すべ

て区外の施設の入所者

平成 26年 度末の施設入所者

数
3 2 0 メ 、

区内に入所施設がないため、すべ

て区外の施設の入所者

平成 26年 度末までの目標数

(施設入所者の増減数)
+ 5 4 人 差引増減見込み数

平成 26年度末までの目標教

(地域に移行する入所者数)
80人

区外入所施設か らグループホー

ム ・ケアホーム等への移行

(2)移 行実績

① 施 設からグループホーム・ケアホーム等へ移行した方の数

※17年度は10月～3月。23年度は8月末日現在

② 施 設別地域移行者数

(3)グループホーム・ケアホームの状況について
① 区内グループホーム・ケアホームの状況

年度 (第 1期 ) 17年度 18年度 19年度 20年 度 小計

移行者数 2 人 2 人 6 人 9 人 1 9人

年度 (第2期 ) 21年度 22年度 23年 度 小計

移行者数 19人 6人 1 5人 40人

合  計

地域移行率

59人

22.2%

移行前 移行後 人数

身体障害者療護施設 在宅 1 人

知的障害者更生施設
区内グループホーム ・ケアホーム 23メ 、

区外グループホーム ・ケアホーム 35人
△
口 計 59人

項 目 平成 18年 4月 平成 23年 9月

区内知的障害者グループホー

ム・ケアホーム
施設数 39施 設 65施 設

定員数 2 1 6 人 3 3 9メ 、

区内精神 障害者 グループホー

ム ・ケアホーム

施設数 2施 設 3施 設

定員数 1 0 人 15人

合   計 施設数 41施 設 6 8施 設

定員数 226メ 、 3 5 4メ 、
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② グ ループホーム・ケアホーム利用者数

(4)目 標値達成に向けた課題

① グ ループホーム コケアホームの整備

平成 26年 度末までに80人 の地域移行を達成するためには、これまで
の移行実績 59人 を差し引き、今後21人 の受け入れが必要となります。
上記 (3)① の表のとおり、本区には、68施 設、定員総数354人 の

知的障害者や精神障害者のグループホーム・ケアホームが設置されており、
地域移行者がグループホーム・ケアホームの退所者と入れ替わりで利用で

きれば、今後、見込みどおりに地域移行が行われても、区内のグループホ
ーム・ケアホームでの受け入れは可能な状況にあります。
しかし、介護者が高齢や病気により、急に介護ができなくなることへの

不安などから、現在、家族と同居していてもグループホーム・ケアホーム
ヘの入居を希望する方が少なくありません。

今後は、このような潜在的な要望を踏まえて、グループホーム ・ケアホ
ームの整備を進めていく必要があります。

② 相 談支援体制の充実

福祉施設の入所者の地域生活への移行を実現するには、施設入所者本人
への意向の確認から関係先との連絡調整や情報収集、生活の場と日中活動
の場の確保、さらにはアフターケアに至るまで、対象者に合わせたサービ
スを提供するための相談支援体制を充実する必要があります。

(5)目 標値達成のための具体的な取組

① 知 的障害者ケアホームの整備支援

知的障害者ケアホームの設置を推進するため、事業者が東京都の補助事

業 (「障害者通所施設等整備費補助事業」)を 活用して、知的障害者ケアホ
ームを整備する場合に、独自に施設整備費を助成 (上乗せ)し ます。
この取組は、葛飾区中期実施計画の計画事業として、知的障害者ケアホ
ームの整備を行う社会福祉法人等に整備費の一部を助成しています。

② 地 域移行を支援する相談支援体制の構築

福祉施設の入所者の地域生活への移行を実現するには、個々の障害者に

対して、障害福祉サービスの利用計画の作成、サービスの支給、サービス

千J用後のモニタリングなどを、障害福祉課が中心となって、自立生活支援
センター (ウェルどアかつしか内)等 の相談支援機関と連携して実施する
とともに、今後は、地域移行支援や地域定着支援を専門とする相談支援事

項 目 平成 18年 4月 平成 23年 9月

区内グループホーム ・ケアホームに入居 し

ている区民
1  3 5 ノ 八ヽ 1 8 9メ 、

区外グループホーム ・ケアホームに入居 し

ている区民
28メ 、 50人
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業所の必要性を検討します。

3 入 院中の精神障害者の地域生活への移行
(1)地 域生活へ移行するための課題

① 精 神障害者の生活を支援するネットワークの構築
生活する環境が整えば退院可能となる精神障害者の退院を促進し、円滑
に地域生活へ移行するためには、区内外の精神科医療機関をはじめ、在宅
医療 (精神科デイケア、訪問看護など)と の連携した取組が重要です。
このため、訪問看護や在宅生活を支える支援事業所等のネットワークを
構築する必要があります。

② 住 まいの場の整備

住まいの場の整備は、精神に障害のある方が地域生活を営むに当たり、
最も重要です。家族の高齢化等が原因で自宅に戻れない入院患者がおり、
その結果、退院が遅れている可能性が示唆されています。
精神に障害のある方が地域で暮らしていくうえでは規則的な生活習慣の

確立が重要であり、日々の生活を支える家事援助サービスなどの充実が求
められます。

また、地域生活への移行を支援するため、入院中にグループホームの生
活を体験できる仕組みをはじめ、夜間の相談支援や短期入所の整備等、精
神障害の特性を踏まえた多様な支援を検討する必要があります。

③ 相 談支援体制の充実

精神に障害のある方が充実した地域生活を送るためには、その方のライ
フステージに応じて、継続的に支援をしていくことが重要です。
このためには、保健所や保健センターが核となり、地域活動支援センタ
ーや相談支援事業所、NPO法 人や民間事業所が連携していくことが重要
であり、これらの機関で相談支援に携わる人材の育成が何よりも大切です。
また、精神に障害のある方が地域の中で社会性を回復する場の充実や、
障害のある方や家族同士の支え合いを充実させるための支援も検討する必
要があります。

(2)地 域生活へ移行するための具体的な取組

① 葛 飾区地域精神保健福祉連携会議や地域自立支援協議会の活用
引き続き、精神医療の専門家、障害者団体、障害者施設の代表者、区関
係者の連携会議を開催するとともに、地域自立支援協議会を活用し、様々
な事例に対応していくために精神保健福祉ネットワークを構築します。
「葛飾区地域精神保健福祉連携会議」は年2回程度、「精神障害者就労及
び相談支援部会」は月1回程度開催します。

② 精 神障害者グループホームの整備 ・運営支援
退院可能な方や、家族から独立した生活を希望する方の住まいを確保す
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るために、現在 3か 所あるグループホームの運営を引き続き支援 します。
また、グループホームの整備についても、引き続き民間事業者による整備

を支援するとともに、今後は、入院中の体験宿泊をはじめ、夜間の支援や

短期入所にも対応できるように、グループホームの機能の充実を検討 しま

す。

③ 相 談支援体制の充実

現在、精神に障害のある方への相談支援は、保健所 。保健センターや地

域活動支援センターが対応 しています。

長期入院患者の地域生活移行を促進するために、今後は、入院中の相談
の充実や退院に向けての医療機関との調整を積極的に行います。

また、精神に障害のある方のニーズや課題にきめ細やかに対応できる人

材を育成 し、ケアマネジメン ト体制の充実を進めるために研修会を実施し

ます。

さらに、地域で安心して暮らせるためにピア活動を支援するとともに、

ゆるやかに社会性の回復ができるような日中活動の場や交流の場、働 く場
の提供ができるよう、地域活動支援センターの活用を図ります。

④ 生 活支援体制の整備

精神に障害がある方が在宅生活を送るためには、訪問看護など継続的な

医療の支援者や、家事援助、配食などの日常生活の支援が必要となります。
この担い手となる事業所を育成するとともに支援方法の検討や関係機関連

携のための会議や研修を開催 します。

4 福 祉施設から一般就労への移行等

(1)目 標値の設定 (福祉施設から一般就労への移行)

国の基本指針では、平成 26年 度において福祉施設から一般就労に移行する

人数については、平成 17年度での移行実績数の4倍 以上とすることとしてい

ます。

しかし、区においては、平成 17年度の一般就労移行者数が、これまでの4

人～ 6人 (平成 13年度～16年 度)か ら突出した 13人 という数値になってい

ます。

これは、平成 16年 3月 に策定した就労支援プランに基づく就労支援策が就

労に結びついたものと考えられます。その後、自立支援法などの施策に合わ

せて就労プランを見直し、平成 20年 3月 に就労支援プラン (増補版)を 作成
し、安定的に一般就労移行者数が推移 しています。

また、平成 22年 度は、区内に特例子会社が設置されたため、
一般就労移行

者が 26人 と突出した数値になっています。

以上のことや平成 17年度からの実績と現在の福祉施設の利用者の状況を踏
まえて、平成 26年 度の目標値は、就労支援プラン策定前の概ね 4倍 の 16人

とします。
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項   目 数 値 明説

平成 17年 度の年間
一
般

就労移行者数
1 3 人

平成 17年 度において施設を退所
し、
一
般就労した方の数

平成 26年 度の目標数

(施設か らの年間一般就

労移行者数)

16人

平成 26年 度において施設を退所
し、一般就労する方の数

(2)就 労実績

福祉施設から一般就労した方の人数は、以下のとお りです。

身体障害者 知的障害者 精神障害者 計

平成 17年度 1 人 8 人 4 人 1 3人

平成 18年度 1 人 6 人 6人 1 3人

平成 19年度 1 人 9 人 4人 1 4 人

平成 20年 度 0人 5ノ、 7 人 1 2人

平成 21年 度 0 人 6人 8 人 14人

平成 22年 度 0人 16人 1 0 人 26メ 、

合  計 3 人 50人 39ノゝ 9 2 人

(3)就 労移行支援事業の利用者の割合

目標値の設定 (就労移行支援事業の利用者数)
国の基本指針では、就労移行支援事業の利用者数については、平成 26年度
末における福祉施設の利用者数のうち、2割以上の者が就労移行支援事業を
利用することとしています。

項   目 数  値 明説

平成 26年度末の福祉施設

利用者数
1 ,  6 7 4人

平成 26年 度末において福祉施

設を利用する者の数

平成 26年度末の就労移行

支援事業の利用者数
85人

平成 26年 度末において就労移

行支援事業を利用する者の数

平成 26年度末の就労移行

支援事業の利用者の害」合
5 , 1 %

平成 26年 度末において福祉施

設を利用する者のうち、就労移

行支援事業を利用する者の割

合

※福祉施設とは、生活介護、自立訓練 (機能訓練)、自立訓練 (生活訓練)、
就労移行支援、就労継続支援 (A型)、就労継続支援 (B型)の 事業を行
う施設をいいます。

(4)就 労継続支援 (A型)事 業の利用者の害J合

目標値の設定 (就労継続支援 (A型 )事 業の利用者数)
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国の基本指針では、就労継続支援 (A型)事 業の利用者数については、平
成 26年度末における就労継続支援事業の利用者数のうち、3割の者が就労移
行支援 (A型)事 業を利用することとしています。

目項 数  値 明説

平成 26年度末の就労継続

支援 (A型 )事 業の利用

者数

35人

平成 26年 度末において就労継

続支援 (A型 )事 業を利用する

者の数

平成 26年度末の就労継続

支援 (B型 )事 業の利用

者数

6 7 0 人

平成 26年 度末において就労継

続支援 (B型 )事 業を利用する

者の数

平成 26年度末の就労継続

支援 (A型 十 B型 )事 業

の利用者教

705メ 、

平成 26年度末において就労継

続支援 (A型 十B型 )事 業を利

用する者の数

平成 26年度末の就労継続

支援 (A型 )事 業の利用

者の割合

5,0%

平成 26年 度末において就労継

続支援事業を利用する者のう

ち、就労継続支援 (A型 )事 業

を利用する者の割合

(5)目 標値達成に向けた課題

① 就 労を進めるための役割の明確化

区内の通所授産施設は、平成 23年度末までに、すべて就労継続支援等の

自立支援法の新体系施設に移行する予定です。

今後は、就労への移行を目的とする新体系施設と就労支援センターの役
割分担、就労支援センターの業務内容等、就労支援の在り方を見直してい

く必要があります。

② 就 労への意欲向上

施設での支援や企業実習等の様々な経験を通じて、一般就労へ意識を育
み、一人ひとりの希望や意欲を高めていく取組が必要です。

③ 就 労支援ネットワークの充実

障害者一人ひとりに合ったより良い就労へとつなげていくためには、就
労を支援する施設や機関が相互に連携し、情報を共有していくことが重要
です。このような就労支援に関するネットワークを充実させ、企業の需要
と就労希望者の意向が一致するように努めるとともに、就労に向けた支援
技術の向上を図っていく必要があります。

(6)目 標値達成のための具体的な取組
「就労支援プラン」及び平成 20年 3月に策定した 「就労支援プラン (増補
板)」に基づき、各種施策や事業に積極的に取り組んでいきます。
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① 障 害者就労訓線システムの整備
現在、新規の就労とともに、離職後に副‖練を受けて再就職を目指すなど、
「いつからでも、どこからでも就労を目指すことができる」区独自の障害
者就労訂‖練システム (以下 「訓練システム」という。)に より、就労を希望
する方の状況に応じて、段階を踏んで就労訓練 (支援)を しています。
今後も、より企業の現場に近い状態で実習を行う中間的就労の場を活用
する等により、訓練システムをさらに充実させます。

② 就 労支援指導員の配置

区では、区内通所施設の規模等に合わせ、就労支援指導員 (以下 「指導
員」という。)を 配置し、就労支援に取り組んでいます。
今後も指導員の配置を継続し、一般就労へ向けた取組を推進します。

③ 就 労支援助成金制度

就労継続支援 B型 施設の利用者が就職のため施設を退所し欠員となった
場合、欠員分の自立支援給付費相当額について、3か月を基本として施設
に助成しています。
この帝J度は、区が助成することにより、施設運営の安定を図り、施設利
用者が安心して就労に挑戦できる環境を整えるために設けているものです。
この助成金制度を引き続き行い、障害のある方と施設の双方が一般就労
を目指せるよう、側面的な支援を行います。

④ 就 労に挑戦する環境づくり

施設での作業や訓練だけでは、なかなか就労に結びつくものではありま
せん。一人ひとりの就労に対する意欲を高め、就労に向けての課題を整理
するためには企業現場での職業体験や実習が効果的です。
そのため、企業実習奨励金制度や企業実習助成金制度を活用し、企業実
習の機会を増やし経験を重ねることにより、一般就労へ挑戦していける環
境づくりに努めます。

③ 企 業内通所授産事業

障害のある方に対する中間的就労の場の一つとして、「企業内通所授産事
業」を実施し、より企業での就労に近い環境で作業経験を重ねることによ
り、一般就労への成果をあげてきました。

今後もよリー層、一般就労へとつなげるため、引き続きこの事業を実施
します。

⑥ 葛 飾区チャレンジ雇用

平成 23年度より 「葛飾区チャレンジ雇用」として、就労を希望する障害
のある方を区が臨時職員として雇用し、区役所内での事務補助業務を通じ
て経験を積み、一般企業への就労を目指しています。
今後も、この葛飾区チャレンジ雇用をステノプとして、一般企業への就
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職へつなげるよう区役所内での業務を広げ、事業を充実させます。

② 身 近なところで就労の場を広tずる取組

身近な地域に就労の場があることは、何か不測の事態や トラブルがあっ

た時にす ぐに対応できる利点があります。

区内や隣接する地域に就労先を開拓するため、ハローワークとの連携は

もちろん、「障害者雇用フェア」等で企業との合同面接会を実施するなど、

区自らが近隣の企業への職場開拓を行います。

5 数 値目標達成による成果 一 障害のある方の視点から一

地域生活への移行と一般就労は、障害のある方が地域で自立 した生活を進め

る上で重要な要素であり、区の関係機関やサービス提供事業者が連携 して、本

計画に定める目標を達成することにより、次のような成果が見込まれます。

(1)施 設入所者の地域生活への移行を支援することで、自己選択に基づいた

生活を実現 します。

(2)入 院中の精神に障害のある方の地域生活への移行を支援することで、自

己選択に基づいた生活を実現します。

(3)一 般就労を促進することにより、障害のある方の自立した生活を実現し

ます。
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6  自 立支援給付事業の必要な見込み量の算出

(1)訪 問系サー ビス

①サービス内容
内容

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

重度訪問介護

重度の技体不自由者で常に介護を必要とする方に、自宅
で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時の移動支援等を総合
的に行います。

同行援護

外出に著しい困難を有する視覚障害者に同行し、移動に必
要な情報の提供や移動の援護、外出先での排せつや食事の介
護等の必要な援助を行います。

行動援護

行動が困難で常に介護が必要な知的又は精神障害者を対
象に、危険を回避するために必要な支援や外出の支援を行い

ます。

重度障害者等

包活支援

介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等複数のサービ
スを包括的に行います。

②障害福祉計画の実績数と見込み量 (月平均数)
居宅介護

第 1期計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延禾J用時間 9,457日寺間 9,960時 間 12,176時 間

実人数 350ノ ( 3 9 2 メ 、 3 7 4 メ 、

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
延示」用時間 13,594日寺間 12)966日寺問 12,477日寺間

実人数 4 3 0 メ 、 4 9 1 人 5 3 5メ 、

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用時間 13,650回寺間 14,300時 間 15,000時 間

実人数 5 6 0 メ 、 5 9 0 メ 、 6 2 0ノ(
重度訪問介護

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用時間 1,705日寺間 1,643回寺間 2,524時 間

実人数 1  2 ノ八ヽ 1 3 人 1 3 人

第2期計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用時間 2,141日寺問 2,601時 間 2)243時 間

実人数 11人 1 2 人 1 2 人

第 3期 計画

見込み
延利用時間

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

2ぅ620時 間 2,800時 間 2,990日寺間

実人数 1 4人 15人 1 6 人
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同行援護

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用時間 2,400日寺間 2,600回寺問 2,800時 間

実人数 120ノ 、ヽ 130ノ ゝ 1 4 0 メ 、

行動援護 重度訪問介護に含めます。

重度障害者等包括支援 重度訪問介護に含めます。
※実績数について、平成 18年 度は 10月 ～ 3月 、平成 23年 度は 4月 ～ 8月
の実績 となります。以下、この計画における実績数も同様です。

③第 3期 障害福祉計画の算定の考え方

第 3期 障害福祉計画の 「居宅介護」「重度訪問介護」については、これまで
の延利用時間教や利用人数の平均的な伸び率から必要量を算定 しました。ま
た 「同行援護」については、平成 22年 度の移動支援事業実績のうち、視覚障
害者の利用実績から、今後の延利用時間及び利用人数を推計 しました。

④必要な見込み量確保の方策

区民に 「居宅介護」や 「重度訪問介護」を提供 している居宅介護事業者は、
平成 23年 8月 現在で 105か 所ありますので、第 3期 障害福祉計画の必要量
は概ね確保することはできると見込んでいます。
一方、新たなサービスである 「同行援護」については、これまでの居宅介
護事業者がすべて同行援護のサービス提供事業者に移行 したわけではないた
め、適時、事業者へ働きかけ、サービス提供事業者の確保に努めます。

】
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(2)日 中活動系サービス

①サービス内容

②障害福祉計画の実績数と見込み量
(延利用 日数 !月平均教、月利用人数 :年間で最も多い月の人数)

９
】
ル
３

内容

生活介護

常に介護を必要とする方に昼間、入浴、排せつ、食事の介
護等を行 うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供
します。

自立訓練

(機能訓練)
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、
身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行いま
す。

自立訓練

(生活訓練)

就労移行支援
一般企業への就労を希望する方に、

一定期間、就労に必要
な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。

就労継続支援

(A型 ) 一
般企業等での就労が困難な方に、働 く場を提供するとと

もに、知識及び能力の向上のために必要な副|1練を行います。就労継続支援

( B型)

療養介護
医療 と常時介護を必要とする方に、医療機関で機能訓1練、
療養上の管理、看護、介護及び 日常生活の世話を行います。

短期入所(ショ
ー トステイ)

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含
め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

生活介護

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日数 数値な し 数値なし 2,430メ 、日

実人数 1 2 人 6 7人 1 6 4 人

第2期計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用 日数 5,317ノ【日 7,527メ 、日 11,573ノ(日
実人数 3 0 9 人 4 1  5 ノ 末ヽ 5 9 8メ 、

第 3期計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日数 13,600メ 、日 13,900ノ(日 15,400メ 、日
実人数 7 0 5 メ 、 7 2 0メ 、 800メ 、

自立訊1練 (機能訓練)

第 1期計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日数 数値なし 数値なし 20メ 、日

実人数 2 人 3人 3人

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用 日救 10メ 、日 1 1人 日 77メ 、日

実人数   Ⅲ    l人 5 人 | 8人



第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日教 130メ 、日 55メ 、日 1 8 0 メ 、日

実人数 1 0人 1 2人 1 4 人

自立訓練 (生活副練)

第 1期計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日数 数値なし 数値なし 90メ 、日

実人数 1 人 5 人 4 人

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
延利用 日教 2 5 9 メ 、日 3 1 3 メ 、日 3 22メ 、日

実人数 27人 26人 54人

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日数 360メ 、日 390メ 、日 420メ 、日
実人数 60人 65人 70メ 、

就労移行支援

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日数 数値なし 数値なし 3 4 3 人 日

実人数 8 人 1 4 人 2 2 人

第 2期計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用 日数 3 98人 日 431メ 、日 849メ 、日
実人数 2 6ノ( 30ノ (、 54人

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日数 1,170ノ(、日 1,250ノ(、日 1,330ノ 代ヽ日

実人数 75人 80メ 、 8 5人

就労継続支援A型

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日教 数値なし 数値なし 61メ 、日

実人数 1 人 2 人 4 人

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用 日数 62メ 、日 1 3 9 メ 、日 1 92メ 、日

実人数 4 人 13人 13人

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日数 5 1 0 人 日 510メ 、日 510メ 、日

実人数 35人 35メ 、 35メ 、

就労継続支援B型

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日教 教1直なし 数値なし 2,196ノ(日

実人教 49メ 、 87′ 人 149メ 、
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第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用 日数 3,154メ 、日 3)317ノ(日 7,478ノ(、日

実人数 1 8 9 ノ 八ヽ 1 9 8 メ 、 4 0 5メ 、

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日数 10,300メ 、日 10,800メ 、日 12,300メ 、日

実人数 5 6 0メ 、 5 9 0メ 、 6 7 0 メ 、

療養介護

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

実人数 1 人 1 人 1 人

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

実人数 1 人 1 人 1 人

第 3期計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

実人数 5 人 7 人 7 人

(月平均数)

短期入所 (ショー トステイ)

第 1期 計画

実績

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

延利用 日数 4 39ノ 、日 6 5 9ノく日 8 5 4 人 日

実人数 24人 3 7 人 35人

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

延利用 日数 717人 日 6 5 5メ 、日 8 2 2ノゝ 日

実人数 39人 44人 5 1 人

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

延利用 日教 9 0 0人 日 9 50メ 、日 1,000ノ(日

実人数 55メ 、 6 0人 65人

③第3期障害福祉計画の算定の考え方
「生活介護」「自立訓1練 (機能訓練)」「自立訓練 (生活訓練)」「就労移行支
援」「就労継続支援 (A型)」「就労継続支援 (B型)」「療養介護」、以上 7つの
日中活動系サービスについては、旧体系施設の新体系移行後のサービス種別、
今後見込まれる新たな施設整備、特別支援学校卒業生等の進路希望等を考慮し、
必要量を算定しました。
「短期入所」については、第 1期 。第2期の実績の平均的な伸びをもとに
必要量を算定しました。

④必要な見込み量確保の方策

利用者の意向及びサービス提供事業者の動向等を継続的に注視しながら、
必要な見込み量にあわせた基盤の整備を図りますЭ
特に、特別支援学校卒業生の進路の中心となる 「生活介護」や 「就労継続
支援 (B型)」等のサービスについては、区内の既存の障害者通所施設での提
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供量が限界にきており、早急な施設整備が求められています。そのため、障
害者の通所施設を整備する社会福祉法人に対し、整備費の一部を助成するこ
とにより、今後の必要量に合わせた施設整備を行います。
また、「短期入所」については、ケアホームや地域生活支援型入所施設の整
備支援を行う際に、短期入所用の居室を合築して整備するようにしていきま
す。

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

障害者通所施設の整

備支援

着工 1箇 所 竣工  1箇 所

建替え 1箇 所 」)竣工 1箇所

|〕D



(3)居 住系サービス

①サービス内容

②障害福祉計画の実績数と見込み量 (月利用人数 :月平均数)

(月利用人数 :年間で最も多い月の人数)

③第 3期 障害福祉計画の算定の考え方
「共同生活介護 (ケアホーム)」、「共同生活援助 (グループホーム)」につ
いては、これまでの実績に加え、福祉施設入所者の地域移行者数や、入院中
の精神に障害のある方の地域移行者数を考慮して、今後の必要量を算定しま
した。
「施設入所支援」については、介護者の高齢化等により在宅生活が困難と

６て
一リ

内容

共同生活介護

(ケアホーム)

夜間や休 日、共同生活を行 う住居で、入浴、排せつ、食事
の介護等を行います。

共同生活援助
(グループホーム)

夜間や休 日、共同生活を行 う住居で、相談や 日常生活上の

援助を行います。

施設入所支援 施設に入所する方に、夜問や休 日、入浴、排せつ、食事の介
護等を行います。

共同生活介護 (ケアホーム)

第 1期計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

72人 77メ 、 1 1 5 人

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
1 2 7ノ( 1 4 1 人 1 4 9 人

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

1 6 5 メ 、 1 7 5メ 、 190ノ (
共同生活援助 (グループホーム)

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

90人 87人 96メ 、

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
102ノ 、` 1 0 9 人 1 0 6 ノ 八ヽ

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

1 3 5 人 1 4 5 メ 、 1 5 0 人

施設入所支援

第 1期計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

1 2 人 31人 48人

第2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

1 0 4 人 184メ 、 2 5 2 人

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度
300ノ ゝ 3 1 0 人 320メ 、



なる等の需要があるため、微増傾向として算定しました。

④必要な見込み量確保の方策
「共同生活介護 (ケアホーム)」、「共同生活援助 (グループホーム)」は、
東京都の障害者通所施設等整備費補助金を活用し、社会福祉法人等が整備し
運営しています。

区としても、社会福祉法人等が東京都の補助事業を活用して知的障害者ケ
アホームの整備を行う場合に、独自に施設整備費を助成 (上乗せ)し 、施設
整備を支援します。

(4)相 談支援

①サービス内容

②障害福祉計画の見込み量 (月利用人数 :月平均数)

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

グループホーム・ケア

ホームの整備支援
1箇 所 1箇 所 1箇 所

内容

計画相談支援 障害者の心身の状況や環境、障害福祉サービスや地域相談
支援の利用の意向等を勘案して、支給決定及び支給決定の変
更前にサービス等利用計画案を作成するとともに、支給決定
後の一定期間ごとにサービス等の利用状況の検証を行い、計
画の見直しを行います。

地域移行支援 入所施設や精神科病院に入院 している障害者の住居の確
保その他の地域における生活に移行するための活動に関す
る相談等を行います。

地域定着支援 居宅で一人暮 らしをしている障害者等の常時の連絡体制
を確保 し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に対し

相談等を行います。

計画相談支援

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

1  () イ坐 ノ八ヽ 2 0 7メ 、 302ノ (
地域移行支援

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

2 7人 37人 4 2 人

地域定着支援

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

43メ 、 50人 5 7人

，
ｒ
，
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③第 3期障害福祉計画の算定の考え方
「計画相談支援」については、これまでの障害福祉サービスの年間支給決
定件数の推移や地域移行支援、地域定着支援の利用者数から利用者数を算定
しました。
「地域移行支援」については、福祉施設の入所者及び入院中の精神に障害
のある方の地域生活への移行者の数を考慮して、利用者数を算定しました。
「地域定着支援」については、見守りを必要とする居宅で一人暮らしの障
害のある方や区内のグループホーム・ケアホームで生活をしている障害のあ
る方の 1割が地域定着支援を必要していると推計して、利用者数を算定しま
した。

④必要な見込み量確保の方策
「計画相談支援」については、自立生活支援センター (ウェルピアかつし
か内)等 の区の相談支援機関において、在宅障害者の実態や家族の状況等を
的確に把握し、居宅介護サービス等に関するサービス等利用計画を作成する
ことにより、多様化、個別化する支援ニーズに的確に対応します。
「地域移行支援」については、施設入所者の地域移行を促進するため、社
会福祉法人等に対し、区内のグループホーム ・ケアホームの整備を促すとと
もに、知的に重度の障害がある方の地域生活を支援するため、ケアホームの
施設整備を行う社会福祉法人等に対し、整備費の一部を助成します。
また、精神科病院からの退院促進事業として実施される東京都精神障害者
退院促進支援事業の委託事業所と連携 ・協力し、円滑に退院促進支援事業を
進めます。さらに、精神科病院を退院後、単身生活が困難な精神障害者に対
応するグループホーム ,ケアホームの設置や運営法人の育成を行います。
「地域定着支援」については、退院後の精神障害者の生活を支えるため、
継続的な医療を支える精神訪問看護ステーションやホームヘルプなどを提供
する協力事業所等を対象とした研修会の開催やネットワークの構築を図りま
す。また、夜問等相談したい時に相談できる体制を構築します。
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7 地 域生活支援事業の必要な見込み量の算出
(1)相 談支援事業

①障害者相談支援事業
ア 障 害者相談支援事業

障害のある方や障害児の保護者などからの相談に対して、サービスの利
用や通所施設の利用など、在宅生活に必要な情報の提供や助言を行います。
現在、区の機関としては、障害福祉課、自立生活支援センター (ウェル
ピアかつしか内)、保健所、保健センター (青戸、新小岩 ・金町・水元 ・小
菅 ・高砂)で 相談支援事業を行つているほか、精神障害に関しては民間指
定相談支援事業者 2箇所でも実施しています。

相談支援事業実施箇所数

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

9箇 所 10箇 所 10箇 所

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

10箇 所 10箇 所 11箇 所

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

11箇 所 11箇 所 11箇 所

イ 地 域自立支援協議会

区では、自立支援法の地域自立支援協議会の機能を担うため、また、「障
害者施策推進計画」を計画的に推進するため、障害者施策推進協議会を設
けています。
この協議会には、専門的な内容を協議するために 「身体 ・知的障害者就
労及び相談支援部会」及び 「精神障害者就労及び相談支援部会」を設けて
います。

地域自立支援協議会設置数

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

0箇 所 1箇所 1箇所

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

1箇所 1箇所 1箇所

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

1箇 所 1箇 所 1箇 所

②成年後見制度利用支援事業
ア 区 長による審判申立て

判断能力が不十分な知的又は精神に障害のある方で、身寄りがないため
に親族による審判の請求が困難な者に対し、区長が家庭裁判所に審判申立
てを行います。
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区長申立件数 (年間)

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

0イ牛 0 件 1 件

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

4 件 1 件 1 件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

2 件 2 件 2 件

イ 成 年後見制度の利用に要する費用の補助

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用
であると認められる障害者で成年後見制度の利用に要する費用について補
助を受けなければ成年後見帝」度の利用が困難であると認められる者に対し、
成年後見人帝」度の申立てに要する経費 (登記手数料、鑑定費用等)や 後見
人等の報酌‖の一部を補助 します。

費用補助件数 (年間)

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

4 件 5 件 6 件

(2)コ ミュニケーション支援事業

①手話通訳者 日要約筆記者派遣事業

ア 手 話通訳者派遣事業

聴覚に障害のある方が健聴者 との意思疎通を円滑にするため、手話通訳
者を派遣 します。

イ 要 約筆記者派遣事業

手話の習得が困難な中途失聴者、難聴者のコミュニケーション手段とし
て要約筆記者を派遣 します。

手話通訳者等派遣利用登録者教

第 1期計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度
144メ 、 1 8 2 ノ 代 1 8 8メ 、

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
2 1 7 人 2 3 5メ 、 246メ 、

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度
2 5 0メ 、 260ノ ＼ 270ノ (、

②手話通訳者設置事業

現在、区では、障害福祉課に2人、障害者施設課に1人の手話通訳者専門
非常勤職員を配置しています。

(3)日 常生活用具給付等事業

重度障害のある方に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を治付又は
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貸与すること等により、日常生活の便宜を図ります。

1第
1期 計画 実 績

各種利用件数 (年間)

①介護・評1練支援用具給付等

第 1期計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

6 件 23件 32件

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

2 3 件 32件 39件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

40件 40件 45件

②自立生活支援用具給奈等

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

4 1 件 100イ 牛 1 0 1 件

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
1 0 7 件 1 3 5 件 46件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度
1 1 0 件 1 1 0 件 1 2 0 件

③在宅療養等支援用具給付等

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

17件 46イ牛 48イ 牛

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

49件 55件 19件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

55件 55件 60件

④情報・意思疎通支援用具給付等

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

30件 68イ牛 67件

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

59件 78件 37件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

75件 75件 80件

⑤排泄管理支援用具給付等

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度
1 , 1 2 7 件 5, 7554牛 6 ,  0 5 6件

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
6 ) 2 7 8 件 6, 640イ 牛 2 ,  8 4 5 件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

6, 1001牛 6 ,  2 0 0 件 6 ,  3 0 0件

⑥居宅生活動作補助用具 (住宅改修)
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度  |
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第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

8 件 18件 4 件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

20件 20件 23件

(4)移 動支援事業

心身の障害のため外出することが困難な障害のある方に対 し、移動を支援
することで、その自立と社会活動への参加を促進 します。

障害種別 利用可能上限時間数

全身性障害者 (満12歳 以上) 35日 寺間

全身性障害者 (満12歳 未満) 10日 寺間

知的障害者 (満12歳 以上) 20日 寺問

知的障害者 (満12歳 未満) 10日 寺間

精神障害者 20日 寺間

※この表の全身性障害者 とは、 日常生活全般に常時支援を要 し、身体障害の

程度が 1級 の方で両上肢及び両下技の機能障害を有する方並びにこれに準
ずる方

※第3期計画の見込み数が減少するのは、視覚障害者の移動支援が自立支援
給付事業の同行援護へと移行する数を見込んだためです。

(月平均)

移動支援事業サービス

第 1期 計画

実績

平成 18年度 平成 19年 度 平成 20年 度

利用者数 185ノ ゝ 2 3 4 人 2 9 2 メ 、

延利用時間数 2,029日寺間 3,769F寺 間 4,783時 間

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年度 平成 23年 度

利用者数 324メ 、 4 2 7 人 4 7 5メ 、

延利用時間数 4)864時 間 6,150日寺問 6,572時 間

第 3期 計画

見込み

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

利用者数 3 5 0ノ 代 3 7 0メ 、 3 9 0 人

延利用時間数 4,000日寺間 4)250日寺間 4,450時 間
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(5)地 域活動支援センター事業

施 設  名 定員 対象者 運営事業者

葛飾区地域活動

支援センター
登録制

身体又は知的に障害の

ある方
区

コパ レ/ 登録制 精ネ申に障害のある方
( 社福 )アムネかつ し

か
あすなろの家 登録制 精神に障害のある方

もつく 登録制 精神に障害のある方

なぎ 登録制 精神に障害のある方 ( 特非 ) S I E N

(利用者数 :年間で最も利用の多い月の人数)

地域活動支援センター

第 1期 計画

実績

平成 18年度 平成 19年度 平成 20年 度

実施箇所数 0箇 所 2箇 所 3箇 所

利用者数 0 人 1 4 8メ 、 1 , 3 9 2 メ 、

第 2期 計画

実績

平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年度

実施箇所数 3箇 所 5箇 所 5箇 所

利用者数 1 , 6 5 8 メ 、 2 , 3 3 1 人 2,677メ 、

第 3期 計画

見込み

平成 24年度 平成 25年 度 平成 26年 度

実施箇所数 5箇 所 5箇 所 5箇 所

利用者教 2 , 7 0 0メ 、 2 , 7 5 0メ 、 2)800ノ (、

(6)そ の他の事業

①訪問入浴サービス

家庭において入浴が困難な重度障害のある方に対して、入浴車を派遣し入
浴サービスを行うことで、障害のある方の衛生的・健康的生活を維持します。

訪問入浴サービス利用件数 (年間)

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

1, 238件 1 ,  1 4 4 件 1)378イ 牛

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度
1, 605イ 牛 1 ,  6 5 0 件 676イ 牛

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度
1, 630件 1, 630件 1, 630件

②自動車運転免許証取得費助成

自動車運転免許を取得することにより身体に障害のある方等の利便及び生
活圏の拡大を図ります。
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自動車運転免許証取得費助成利用件数 (年間)

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

8イ牛 4 件 5 件

第 2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

3 件 6 件 1 件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

6 件 6 件 6 件

⑥自動車改造費助成

身体に重度障害のある方が就労等に伴い自らが所有し、運転する自動車を
取得する場合、その自動車の改造に要する経費を助成することで、障害者の
社会参加の促進を図ります。

自動車改造費助成利用件数 (年間)

第 1期 計画 実 績
平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

6 件 3 件 6 件

第2期 計画 実 績
平成 21年 度 平成 22年 度 平成 23年 度

6 件 4 件 1 件

第 3期 計画 見 込み
平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

6 件 6 件 6 件

(7)必 要な見込み量確保の方策

地域生活支援事業は、自立支援法の施行に伴い、区が主体となり区の独 自性
に基づき、障害者が地域で自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な

事業として実施 しています。

今後、成年後見制度の利用に要する費用の補助等、利用者のニーズに応 じた
サービス量の提供に努めます。

また、これらの事業を実施するには、事業者等の支えが必要となりますの

で、サービス提供事業者等の育成や参加 しやすい基盤の整備に努めます。
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